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はじめに 

～横浜駅周辺地区防災ガイドライン作成の意義～ 

 
これまで、横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画（以下「安全確保計画」という。）の運

用に関する防災ガイドライン・参考資料は「防災ガイドライン」と「参考資料」から構成さ
れていました。 
「防災ガイドライン」は、平成 25 年度作成の安全確保計画に記載されていた内容のうち

法定記載事項以外のものについて平成 30年度に見直しをしたうえで、安全確保計画を補完
する資料として運用してきました。 
そして、令和元年度・令和２年度に実施した横浜駅周辺混乱防止対策会議（及び具体的な

検討を行う帰宅困難者対策部会・災害対策訓練部会）における検討を踏まえ、横浜駅周辺地
区の関係者間で考え方を共有し、より利用しやすく、充実したものとなるよう、意見交換等
を通じて、課題や関係者の実情を踏まえ新たな横浜駅周辺地区防災ガイドライン（以下「防
災ガイドライン」という。）として、改定を行ったものです。 
防災ガイドライン作成の主なポイントは、以下のとおりです。 
 

【主なポイント】 
 本ガイドラインは、駅混乱防止対策会議で運用するための位置付けとし、目標も含

め、駅混乱防止対策会議の中で取り組む内容を記載しています。また、駅混乱防止
対策会議での方針や地域での心得・取組などを記載し、駅混乱防止対策会議の方々
が使いやすいものとしています。 
 

 計画の全体構成は、「基本方針編」「行動手順編」「参考資料編」の３編で構成し、安
全確保計画や市の防災計画等と整合した災害に関する行動指針として、地区内事業
者・団体が連携して実施する滞留者・帰宅困難者・徒歩帰宅者対応の基本方針、連
携体制、発災後の時系列の対応手順等を位置づけています。 

 
 地震・津波災害を中心とした対応を記載しています。 

 
 地区内事業所の個々の計画間の考え方を紡ぐガイドラインとして、各事業者等のマ

ニュアル反映や各組織内での周知・啓発資料としての活用も想定しています。  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【計画の位置づけと運用】 
 防災ガイドラインは、下図に示すように、都市再生特別措置法に基づく計画や災害対策基
本法に基づく地域防災計画、その他市が公表する各種ガイドライン・マニュアル等と適切に
連携しつつ、横浜駅周辺混乱防止対策会議の方針を関係者の個別対応マニュアルに適切に反
映・整合を促す当地区共通のガイドラインとして、毎年実施する防災訓練等の検証結果等を
踏まえ適宜更新し、取組のスパイラルアップを図っていきます。 
 

 
図 防災ガイドラインと関連計画の関係（計画の位置付け） 

 
 
 
 
  

（仮称）横浜駅周辺地区
防災ガイドライン

【 横浜駅周辺混乱防止対策会議】

横浜駅周辺地区
都市再生安全確保計画
【 横浜都心・臨海地域都市再生

緊急整備協議会】

横浜市地域防災計画

鉄道事業者の
BCP・マニュアルなど ・・・・

地元振興協議会・共同防
火防災管理協議会の
BCP・マニュアルなど

地元自治会の
避難所マニュアルなど

都市再生特別措置法

※メンバー：

地元振興協議会・ 共同防火防災管理協議会、
鉄道事業者、地元自治会、行政機関など
（議長：危機管理部長）

・・・・

エキサイトよこはま２２まちづくりガイドライン（防災・防犯分野）
【エキサイトよこはま２２ガイドライン検討会】

津波からの避難に関するガイドライン【横浜市危機管理室】

横浜市地下街等の避難確保・浸水防止計画作成マニュアル【横浜市危機管理室】

各種法定計画

地区内事業者・団体における各種個別対応マニュアル

・・・・

地区防災計画

災害対策基本法（第四十二条）

・・・・

各種ガイドライン・マニュアル等

【位置づけ】
◆地区内事業所の個々の計画間の考え方を

紡ぐガイドライン

連携

反映・
整合

反映・
整合

等

令和元年度横浜駅周辺混乱防止対策会議における 
ワークショップ実施状況（2019年７月５日（金）実施） 



＜防災ガイドラインの全体構成＞  

 
 
 
 

章構成 概要

はじめに

～防災ガイドライン作成

の意義～

 ガイドラインの作成経緯、目的、主なポイント、位置づけと運用等を記載し

ています。

→地区内事業所の個々の計画間の考え方を紡ぐガイドライン

Ⅰ 基本方針編：駅周辺の混乱防止と安全確保の実現に向けて関係者の共通理解を深める資料

第1章

横浜駅周辺混乱防止対

策会議の連携体制

 横浜駅周辺混乱防止対策会議（災害対策

訓練部会・帰宅困難者対策部会）の関係者

による平時・災害時の連携体制を

記載しています。

第２章

横浜駅周辺地区の課題

 津波時の避難シミュレーション結果、並びに

横浜駅周辺地区における地区共通の

重点課題と課題箇所マップを

記載しています。

第３章

滞留者・帰宅困難者等支

援活動に係る行動指針

 関係者が連携して滞留者・帰宅困難者等支援活動を実施するための

行動指針、「共通に持つべき心構え」を記載しています。

 具体的には、当地区における行動指針に関連する「地域の対応ルール」

や「滞留者・帰宅困難者避難マップ/津波避難マップ」等の９つのツールに

ついて、平時・災害時の利用目的、活用方法を解説しています。

Ⅱ 行動手順編：地震・津波対応全般を俯瞰し、連携主体との共通の行動手順を確認するための資料

第４章

発災後の時系列対応

シナリオ

（～翌朝～3日程度）

 市・一時滞在施設・鉄道事業者・駅周辺

事業者の基本的な対応が対応主体を

横断的に確認できるフロー図を

記載しています。

→「発災から3時間後」、「3時間後から翌朝」、

「3日目以降」の対応フェーズの留意点の解説

第５章

滞留者・帰宅困難者等支

援活動の行動手順

 第4章のフロー図を具体化し、事業所類型・地区特性（西口・東口）に応じ

た滞留者・帰宅困難者等支援活動の行動手順の具体例を記載しています。

→各鉄道事業者・各共同防管等の既往の対応計画・対応ルールの考慮

第６章

横浜駅周辺混乱

防止対策マニュアル

 横浜駅周辺総合防災センター及び地区内の情報拠点を介した官民の情

報共有・活動方針検討のスキーム、情報受伝達の対応手順を示す資料と

して、「横浜駅周辺混乱防止対策マニュアル」の内容を記載しています。

Ⅲ 参考資料編：防災ガイドラインの参考資料、都市再生安全確保計画と共通の参考資料を収録

横軸：対応主体を列記 縦
軸
：時
系
列
対
応
を
整
理

例）鉄道事業者・駅周辺事業者 発
災
か
ら
3
時
間
後

・・

・
・

対応の
全体像を
フロー図で
見える化





 

Ⅰ．基本方針編：駅周辺の混乱防止と安全確保の実現に向けて関係者の共通理解を深める資料 
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Ⅲ 

第1章 横浜駅周辺混乱防止対策会議の地区内の連携体制 
 

本項では、駅混乱防止対策会議（災害対策訓練部会・帰宅困難者対策部会）の位置付け、滞留者・帰
宅困難者対策に関わる基本的な用語、駅混乱防止対策会議を中心とした官民の連携対応の基本的考え
方、横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画及び横浜市地域防災計画を踏まえた当地区関係者の主な取
組内容を示し、横浜駅周辺混乱防止対策会議の関係者による平時・災害時の連携体制の基本事項を記載
しています。 

1） 駅混乱防止対策会議と各種会議の位置付け 
横浜駅周辺地区においては、以下のとおり、横浜駅周辺における混乱防止や安全確保を目的とした横

浜駅周辺混乱防止対策会議が設置されています。 
また、駅混乱防止対策会議には、具体的な検討を行う部会として災害対策訓練部会・帰宅困難者対策

部会が位置付けられています。本ガイドラインの実質的検討組織を担っています。 
 

 

  

横浜駅周辺混乱防止対策会議の位置付け

都市再生安全確保計画

※市防災計画と矛盾し

ないものとする。

エキサイトよこはま２２懇談会
■ 目 的 ：本計画に関する意見・提 言・
情報発信

■メンバー：学識経験者、地元・鉄道事業
者、まちづくり関係者、地元自治会、国、
県、市など

■座長：横浜市副市長

基盤整備検討会
■目 的 ：基盤整備計画、事業ｽｷｰﾑ等に関する意見・提

言

■メンバー：学識経験者、鉄道事業者、国、神奈川県、横

浜市

ガイドライン検討会
■目 的 ：まちづくりガイドラインとの整合確認 まちづくり

ガイドラインに対する 意見・提言
■メンバー：学識経験者、まちづくり関係者、横浜市 な

ど

エキサイトよこはまエリアマネジメント協議会
■目 的：地区の価値向上のための活動内容の検討・実

施・検証
■メンバー：学識経験者、地元振興協議会、鉄道事業者、

横浜市など

成果共有・フィードバック

○災害対策訓練部会
■目的：主に発災時の滞留者・帰宅困難者の

避難対策や、これに必要な災害対応方針など

（横浜駅周辺総合防災センターの運用、情報

受伝達等）を検討

■メンバー：共同防管、鉄道事業者、地元自

治会、関係行政機関など

■部会長：緊急対策課担当課長

〇帰宅困難者対策部会
■目的：災害時に発生する滞留者、徒歩帰宅

者、帰宅困難者対策のための、まちが一体と

なった安全管理体制の確立に向けた検討
■メンバー：学識経験者（守 茂昭 氏、吉田 聡
氏）、地元振興協議会、鉄道事業者、地元自
治会、関係行政機関など
■部会長：地域防災課長

防災検討部会

■目的：まちづくりガ
イドラインの防災分野
の整合を確認

■ﾒﾝﾊﾞｰ：学識経験者、
都心再生課（理事以
下）、危機管理室（課
長以下）など

■部会長：横浜国立
大学准教授 吉田
聡

○横浜駅周辺混乱防止対策会議

■目的：災害時に横浜駅周辺事業者、地元及
び行政機関等が連携・協力し、横浜駅周辺に
おける混乱防止や安全の確保を目的とする。

■メンバー：地元振興協議会、鉄道事業者、
地元自治会、関係行政機関など

■議長：危機管理部長

横浜市防災計画
（災害対策基本法）
（震災対策編P.64）

「横浜都心・臨海地域」特定都市再生
緊急整備協議会

（都市再生特別措置法第19条）
■構成員：鉄道事業者、まちづくり関係者、

国、県、市など

■協議会会議議長：横浜市副市長

○横浜駅周辺地区都市再生

安全確保計画作成部会

（協議会規約第12条）

■部会員：鉄道事業者、国、県、市など

■部会長：危機管理部長

横浜駅周辺混乱防止対策会議設置要綱（抜粋）

第２条 対策会議は、横浜駅周辺における混乱防止や安全の確保に関し、次

の各号に掲げる事項について、討議・検討する。

(1) 行政と民間の連携・協力に関する事項

(2) 関係機関・団体等相互における情報共有に関する事項

(3) 横浜駅周辺地区混乱防止対策訓練に関する事項

(4) エキサイトよこはま２２（横浜駅周辺大改造計画）の取組に関する事項

(5) 前各号に定めるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項

議
決

検
討

エキサイトよこはま２２

連携
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災害対策訓練部会・帰宅困難者対策部会（合同部会）の構成メンバーは以下のとおりです。 
 
■横浜駅周辺混乱防止対策会議 2020 年 11 月時点 

 
 
  



第 1章 横浜駅周辺混乱防止対策会議の地区内の連携体制 
1）駅混乱防止対策会議と各種会議の位置付け 

Ⅰ-1-3 
2021年３月版 

第
３
章 

Ⅰ 

第
４
章 

Ⅱ 

第
５
章 

Ⅱ 

第
２
章 

Ⅰ 

第
１
章 

Ⅰ 

第
６
章 

Ⅱ 

参
考
資
料
編 

Ⅲ 

 
  



Ⅰ．基本方針編 
駅周辺の混乱防止と安全確保の実現に向けて関係者の共通理解を深める資料 

Ⅰ-1-4 

2） 滞留者・帰宅困難者対策に関する用語等について 
本ガイドラインで扱う災害対応の前提として、滞留者・帰宅困難者対策に関わる基本的な用語や、意

味が混同しやすい用語について以下に示します。平時から駅混乱防止対策会議の関係者間で用いるこ
とで、今後も地区全体としての共通理解の向上を図っていきます。 

 
用語 定義 

滞留者 外出時、災害発生により移動手段を失い、出先で滞留状態になった人 
帰宅困難者 「滞留者」のうち、自宅と滞留場所との距離が遠く、徒歩帰宅ができない人 
一時待機 発災直後、発災時点の近辺にて一時的に留まること 

（発災後、30分～1 時間程度を想定） 
一時避難場所 「滞留者」の一時的な安全確保と災害関連情報を提供する公園など 

（発災後、数時間～半日程度の対応を想定） 
一時避難できる安全
な場所（一時避難ス
ペース） 

「一時避難場所」と同様の役割を持つが、発災時に事業所等が任意に提供でき
るスペース 

帰宅困難者 
一時滞在施設 

「帰宅困難者」を一時的に受け入れ、休憩場所のほか、可能な範囲で、トイレ、
水、情報の提供等を実施する施設 
（以下、「一時滞在施設」という） 

帰宅支援ステーショ
ン（徒歩帰宅者支援
施設） 

神奈川県を含む九都県市(東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県・横浜市・川崎市・
千葉市・さいたま市・相模原市)や四県市(神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市)
では、災害時に徒歩で帰宅する方を支援する取組みとして、コンビニエンスス
トア、ファミリーレストラン、ガソリンスタンド等の店舗と「災害時における
帰宅困難者支援に関する協定」を締結しています。協定を締結した店舗におい
ては、災害時に徒歩で帰宅する方に対して以下の支援が行われます。 
1.水道水およびトイレの提供 
2.地図等による道路情報、ラジオ等で知り得た災害に関する情報の提供 
3.一時的な休憩の場の提供 
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■地震発生時の一時待機～一時避難～一時滞在～帰宅までの流れ（イメージ） 

 
 

  

一時避難

歩道 車道 歩道

店舗店舗 店舗

公共
地下歩道

公共
地下歩道

安全確認がとれない建物

安全確認がとれた建物

滞留者・
帰宅困難者

①

一時避難できる安全な場所
（一時避難スペース）

滞留者・
帰宅困難者

①

徒歩帰宅

②

帰
宅
困
難
者

一
時
滞
在
施
設

地下街

一時滞在

帰
宅
困
難
者

一
時
滞
在
施
設 ②

滞留者・
帰宅困難者

滞留者・
帰宅困難者①

一時避難
場所

③

一時避難

徒歩帰宅

帰宅支援ステーション
（徒歩帰宅者支援施設）

一時滞在

一時滞在

徒歩帰宅

鉄道やバスの運行再開に
併せて帰宅

② ③

鉄道やバスの
運行再開に
併せて帰宅

一時待機

一時滞在可能なスペース
（可能な範囲で確保）

滞留者・
帰宅困難者

一時避難場所

①

②一時避難

集約的な帰宅困難者一時滞在施設
（発災後翌日以降）徒歩帰宅

鉄道やバスの運行再開に併せて帰宅

一時滞在
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3） 駅混乱防止対策会議を中心とした官民の連携対応の基本的考え方 
○ 大規模地震等の災害が発生した場合、公共交通機関の停止により、来街者など行き場を失った多くの

滞留者による混乱の発生や、徒歩帰宅者による主要幹線道路の渋滞発生などが予想されます。道路渋
滞によって緊急車両が通れなくなることは、人命救助活動の妨げにつながり、多くの人が密集するこ
とで群集なだれ等の二次災害が発生するおそれがあります。 

○ 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画では、横浜駅周辺地区において災害発生時の滞留者数が約
10.2 万人、帰宅困難者数が約 3.3 万人と想定されています。また、横浜駅周辺地区は、海や河川に
近く、地盤面と水面との高低差が少ない地区であり、駅東西に地下街が形成されていて津波発生時の
避難においても混乱が予測されます。（被害想定の詳細は、横浜駅周辺地区安全確保計画を参照） 

○ 本ガイドラインは、駅混乱防止対策会議・帰宅困難者対策部会・災害対策訓練部会の各構成組織（地
元振興協議会・地元共同防火防災管理協議会、鉄道事業者、市区及び関係行政機関、地元自治会等）
が平時から協力・連携し、大規模な地震や津波発生時の混乱の発生等による人的被害等の抑制を図
り、来街者等の生命を守るための滞留者・帰宅困難者等支援活動に係る行動指針や行動手順を示すも
のです。 

○ 発災時においては、市・区と駅混乱防止対策会議・合同部会の関係者が中心となり、駅周辺地域との
事業所等との情報連絡体制を確立し、自助・共助の理念の下、可能な範囲で組織の特性に応じた滞留
者・帰宅困難者への支援対応を行います。 

 

 

地区内の連携体制のイメージ（平時・横浜駅周辺総合防災センター開設時） 
 
  

西口情報拠点
（ジョイナス
防災センター）

鉄道情報拠点
（JR横浜駅
事務所）

東口情報拠点
（ポルタ

防災センター）

情
報
連
絡
本
部

（
横
浜
駅
周
辺
総
合
防
災
セ
ン

タ
ー
）

市本部

横浜西口
各事業所

横浜東口
各事業所

各鉄道
事業者

横浜駅周辺混乱防止対策会議
（災害対策訓練部会・帰宅困難者対策部会）

鉄道事業者

振興協議会
・共同防火防災管理
協議会

市区及び
関係行政機関

＜平時＞

地元自治会等

連携 連携

連携 連携

横浜駅周辺における混乱防止や安全の確保

地区内の情報連携体制

＜横浜駅周辺総合防災センター開設時＞

横浜駅周辺地区の情報連絡体制の構築

区本部
（西区・神
奈川区）

警察署・鉄道警
察隊・消防署

情報連絡本部と３つの情報
拠点を核とした情報連携

連携
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4） 横浜駅周辺地区都市再⽣安全確保計画及び横浜市地域防災計画を踏まえた当地区関係
者の主な取組内容 

 

① ⾃助・共助・公助による主な取組内容 
横浜駅周辺地区都市再⽣安全確保計画に記載の「⾃助」「共助」「公助」の取組の考え⽅を踏まえ、当

地区関係者に関わる主な発災時対応項⽬について、横浜駅周辺地区都市再⽣安全確保計画の⽬標に応
じた取組内容を下記の表に整理しました。 

なお、ここでの「⾃助」「共助」「公助」の考え⽅は次の通りです。 

・⾃助：個⼈単位ではなく組織単位で⾃らの取組み 

・共助：関係者が⼀体となっての取組み 

・公助：⾏政が主体の取組み 

 

表 安全確保の⽬標と取組内容及びその期待される取組みの考え⽅ 

 

出典：横浜駅周辺地区都市再⽣安全確保計画 
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② 横浜市地域防災計画「震災対策編」に基づく関係主体の主な発災時対応項目 
横浜市地域防災計画「震災対策編」に基づく「市」「区」「事業者・事業所等」など各主体に求められ

る対応内容を踏まえ、当地区関係者に関わる主な発災時対応項目について、対応主体、対応テーマの概
要を以下に整理しました。 

 
―地震時― ※横浜市地域防災計画「震災対策編」（令和２年１月修正）P.271～274参照 

対応主体 対応テーマ 

市 
（市本部、帰宅困難者対策チーム） 

市本部帰宅困難者対策チームの設置 
横浜駅情報連絡本部の設置 
一時避難場所及び一時滞在施設の対応  
一斉帰宅の抑制 
帰宅困難者等への情報提供  
徒歩帰宅者への支援  
一時滞在施設の開設の延長 
物資の搬送  
帰宅困難者等の搬送  

区 

区本部避難者・駅対応班の設置  
一時滞在施設の開設の延長 
帰宅困難者等への情報提供  
徒歩帰宅者への支援  

警察 警察の対応（一時避難場所や一時滞在施設への誘導等） 

事業者・事業所等 

鉄道事業者の対応（安全に待機できる場所への誘導、運
行情報等の広報等） 
バス事業者の対応（代替輸送手段の確保等） 
駅周辺事業者の対応（安全に待機できる場所への誘導、
利用者等への冷静沈着な行動の呼びかけ等） 
事業所の対応（従業員の安全場所での待機、災害関連情
報等の提供） 
学校の対応（児童・生徒の保護等） 

施設管理者 大規模集客施設や駅等における利用者保護  
一時避難場所 一時避難場所及び一時滞在施設の対応  

一時滞在施設 
一時避難場所及び一時滞在施設の対応 
一時滞在施設の開設の延長 
帰宅困難者等への情報提供  

災害時徒歩帰宅者支援ステーション 徒歩帰宅者への支援  
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―津波時― ※横浜市地域防災計画「震災対策編」（令和２年１月修正）P.369～377参照 
対応主体 対応テーマ 
気象庁 津波警報等及び津波予報の発表  

横浜市 

防災体制 
津波警報又は大津波警報発表時の初動体制  

津波警報又は大津波警報発表時の勤務時間内外の動員先  
津波警報等及び津波予報の収集、伝達  

避難指示 
津波代替拠点  

区 
津波警報又は大津波警報発表時の初動体制  
津波警報等及び津波予報の収集、伝達  

防災関係機関 津波警報等及び津波予報の収集、伝達  
消防局・消防署 津波警報等及び津波予報の収集、伝達  
横浜海上保安部 津波警報等及び津波予報の収集、伝達  
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第2章 横浜駅周辺地区の課題 
 
本項では、横浜市が実施した津波時の避難シミュレーション結果、並びに横浜駅周辺地区における地

区共通の重点課題と課題箇所を整理したマップを記載しています。 
また、横浜駅は地上部・地下部の動線が複雑な特徴があります。そのため、関係者間で駅構内の垂直

方向の位置関係や臨機に一時避難・一時滞在スペースとなり得る空間情報を共有することを目的に、鉄
道各社が公表する駅構内マップの情報を「Ⅲ．参考資料編 ２．（参考）横浜駅（地下５階～地上２階）
の各鉄道事業者の改札出入口付近の状況について」に記載しています。 

1） 津波シミュレーションによる避難上の課題について 
平成２５年に実施した津波時の避難シミュレーションは、みなとみらい地区への避難も想定してい

ましたが、横浜駅周辺地区からは横浜駅北から西側に広がる高台に避難するという新たな避難の考え
方を検証するため、下記のシミュレーションを平成２９年度に実施しました。 
シミュレーションの条件設定は以下の通りです。 

 
・津波到達時間 ７５分（地震発生後７５分以内に避難完了が必要） 
・滞留者数 パーソントリップ（以下「PT」という。）データ分析から得た 10.2 万人 
・避難先  西口側の高台への分散避難 
  （三ツ沢公園方面、沢渡中央公園方面、フラワー緑道方面、反町公園方面） 
  みなとみらい地区の都市再生安全確保計画と整合を図るため、同地区への避難は

想定しない。 
・3 階建以上の建物での待機 
  平成２５年度に策定された都市再生安全確保計画に関するヒアリング結果にある

ように、できるだけ建物にとどまらず高台避難を優先したいという事業者の意向
があることを踏まえ、建物の 3 階以上の階への待機についてある場合とない場合
の検討を行った。 

・大型商業施設来店客の施設内待機 
  地理に不慣れな人も含むので高台避難は想定せず施設内待機とする。 

 
以上をまとめると以下の通りとなります。 

 

 
大型商業施設来店
客の施設内待機 

みなとみらい地区
への避難 

３階建以上の建物
での待機 

想定滞留者数 

ケース 1 する しない する 
10.2万人 
（PTデータより算出） 

ケース 2 する しない しない 
10.2万人 
（PTデータより算出） 
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○ 避難先の想定 
三ツ沢公園方面、沢渡中央公園方面、フラワー緑道方面、反町公園方面の高台を避難先として想定し

ました。 

 
 

○ 避難完了時間 
 三ツ沢公園方面 沢渡中央公園方面 フラワー緑道方面 反町公園方面 

ケース 1 63分 49分 50分 62分 
ケース 2 68分 85分 51分 71分 

※太字は各避難先の中で最大値 
赤字は津波到達予想時間７５分を超える場合を示す。 

 

 

ケース 1 

ケース 2 
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３階建以上の堅牢な建物での待機を見込めば津波到達時間内に避難可能だが（ケース 1）、見込まな
いと避難完了時間は津波到達時間を超えます。（ケース 2） 
以上の検証の結果、高台への避難だけでなく、３階以上の堅牢な建物での待機を見込まないと津波到

達時間までに避難が完了しないことが確認されました。 
 
○ 避難時に大きな滞留が起こる場所 
シミュレーションにより、下記の場所で大きな滞留が起こることが確認されたので、「都市再生安全

確保計画 1.7 防災上の課題 ②-3 の避難誘導」の課題として記載しました。 
 

 

 

鶴屋町歩道橋 
フラワー緑道入り口 沢渡中央公園西側歩道 
青木橋付近反町公園方面歩道 

沢渡中央公園西側歩道 

西口歩道橋階段部 

著しく滞留する 
滞留する 

３階建以上の堅牢な建物は
駅北西部分に多いため、沢
渡中央公園西側歩道に大き
な滞留が発生する。 

青木橋付近反町公園方面歩道 鶴屋町歩道橋 

ケース 1 

ケース 2 



第 2章 横浜駅周辺混乱防止対策会議の地区内の連携体制 
2）駅周辺地区の課題整理 

Ⅰ-2-4 

第
３
章 

Ⅰ 

第
４
章 

Ⅱ 

第
５
章 

Ⅱ 

第
２
章 

Ⅰ 

第
１
章 

Ⅰ 

第
６
章 

Ⅱ 

参
考
資
料
編 

Ⅲ 

2021年３月版 

2） 駅周辺地区の課題整理 

 
※この資料は平成２５年度版都市再生安全確保計画作成時に行った課題抽出のワークショップで出された課題を、 

令和元年度第１回合同部会で行った課題抽出のワークショップで再検討し、まとめたものです。

④東西方向の移動動線確保【共通】

⑤駅への緊急車両のアクセス確保【共通】

⑨高潮時の駅周辺の浸水リスク【水害】

⑥みなとみらい２１地区の来街者の増加による横浜駅
方面への避難者の増加の可能性 【共通】

③東⇔西の駅メイン通路に人が集中【共通】

■横浜駅周辺地区の防災上の課題
課題１： 発災時における横浜駅情報連絡本部の運営体制
課題２： 滞留者・帰宅困難者対応
課題３： 建築物の耐震化
課題４： 情報提供ツール

１．駅周辺地区の課題整理（地震発生後を想定）

地震発生後を想定した“横浜駅周辺地区の課題”に関する主要４項目の内容を整理する。

帷子川からの浸水【その他（水害時の課題）】

屋外広告物落下の危険性【課題３】 工事中現場の安全確保【課題３】

大雨時の浸水リスク（平成16年台風

第22号横浜駅西口周辺での浸水実

績）【その他（水害時の課題）】

駅部利用者が集中して過度な滞留が生じ避難に時間がかかりすぎる【課題２】

非常に多くの帰宅困難者に対する迅速な備蓄対応が十分できない【課題２】

避難場所が沢渡中央公園に集中し、収容しきれない【課題２】

避難先への滞留者の配分が偏りがある【課題２】

避難経路で幅員の狭い場所で過度な滞留が生じる【課題２】

避難経路の横断歩道橋で過度な滞留が生じる【課題２】

駅東口部に比べて駅前広場空間は広いが滞留スペースは十分

でない【課題２】

地上へ避難しないで地下街へ滞留する利用者が多いが滞留

スペースは十分でない【課題２】

岡野公園までの避難経路が分かりにくい【課題２・４】

避難経路の夜間対策が十分でない【課題２・４】

避難経路で幅員の狭い場所で過度な滞留が生じる【課題２】

駅南側自由通路部で過度な滞留が生じる【課題２】

【地区全体の観点からの課題】

鉄道事業者等で備蓄量や資機材が足りない、充実していない【課題２】

事業者や町内会・自治会でそもそも受け入れられる施設が少ない【課題２】

鉄道事業者として受け入れ可能場所の充実が必要と認識している【課題２】

事業者は医療施設との情報共有化の必要性を強調している【課題４】

徒歩帰宅時や屋内における休憩場所やトイレの大幅な不足が懸念される【課題２】

東西方向の移動動線確保【課題２】

駅への緊急車両のアクセス確保【課題２】

高潮時の駅周辺の浸水リスク【その他（水害時の課題）】

みなとみらい２１地区の来街者の増加による横浜駅方

面への避難者の増加の可能性【課題２】

東⇔西の駅メイン通路に人が集中【課題２】

地下自由通路利用者に対する情報提供の方法が十分でない【課題４】

地上へ避難しないで地下街へ滞留する利用者が多いが滞留スペースは

十分でない【課題２】

国道横断デッキへ上がる階段に過度な滞留が生じる【課題２】

駅前広場部は滞留スペースが少ない。しかも、多くの放置駐輪自転車

が広場空間を狭くしている【課題２】

横断歩道部の階段で過度な滞留が生じる【課題２】

高島中央公園までの避難経路が分かりにくい【課題２・４】

避難経路の夜間対策が十分でない【課題２・４】

来街者や災害時要援護者の概数が把握できていない【課題２】

横浜駅周辺地区の立地特性上、一時滞在施設を大幅に増やすことは難しい【課題２】

滞留者が最も近い避難先に避難した場合、著しく避難に要する時間が大きくなる【課題２】

避難時にボトルネック（★）となる箇所がある（例：歩道橋、階段、狭い道路、片側歩道など）【課題２】

停電時の来街者に対する避難誘導等の情報連絡体制、方法が十分でない【課題４】

身障者、高齢者、傷病者、外国人など災害弱者への支援（情報提供・避難支援等）が十分でない【課題４】

避難経路沿いの建築物の耐震化を勧めているが、まだ完全ではない【課題３】

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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■前ページの（★）に示す、避難時にボトルネックとなる主な箇所等の周辺状況 
 
 

①沢渡中央公園へのアクセス道路 

④駅南側自由通路入口部 

②幹線道路（国道）を跨ぐ横断歩道橋 

③岡野交差点付近（スクランブル交差点） 

⑤横浜駅へ繋がる国道横断デッキ上 ⑥みなとみらい 21 地区へ繋がる空中歩廊と 
地上との接続部 
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第3章 滞留者・帰宅困難者等⽀援活動に係る⾏動指針 
 

本項では、地区内関係者が連携して滞留者・帰宅困難者等⽀援活動を実施するための⾏動指針、「共
通に持つべき⼼構え」を記載しています。具体的には、当地区における⾏動指針に関連する「地域の対
応ルール」や「滞留者・帰宅困難者避難マップ/津波避難マップ」等の９つのツールについて、平時・
災害時の利⽤⽬的、活⽤⽅法を解説しています。 

事業所等は、平時からこれらツールの災害時の活⽤⽅法を習熟し、防災訓練等で積極的に活⽤するな
ど、普段の防災に係る取組の中で従業員や災害時の担い⼿となり得る関係者に周知・啓発し、当地区全
体で「共通に持つべき⼼構え」の浸透・定着を図ることが重要です。 

 

表 滞留者・帰宅困難者等⽀援活動に活⽤可能な主な各種⽀援ツールと⾏動指針の概要 
 資料名称 滞留者・帰宅困難者等⽀援活動に係る⾏動指針の概要 

１） ⼀⻫帰宅抑制の基本⽅針
の徹底 

 発災時の各組織における対応の⼤原則として、帰宅困難者等の
発⽣を抑制することを⽬的とした「⼀⻫帰宅抑制の基本⽅針」
の周知・徹底を図る 

２） 地域の対応ルール及び避
難マップの活⽤フロー 

 地区内の関係者が連携して⽀援活動に取組む⼼構えとして、地
域の対応ルールにおける⾃助・共助の基本的考え⽅や発災時の
状況に応じたマップの活⽤⽅法を理解し、災害時に適切な運⽤
を図る 

 マップは予め各組織にて印刷しておき、滞留者等への情報提供
媒体として活⽤を図る 

 地域の対応ルールは⽀援活動にあたる各⼈が携⾏できるよう予
め印刷しておき、共通⾔語を理解しておく 

３） 津波時の避難誘導指針/
滞留者・帰宅困難者避難
マップ/津波避難マップ 
 

４） 防災啓発ポスター 
５） 地域の対応ルール 
６） ⼀時滞在施設 NAVI  事業所等は、災害時において⼀時滞在施設の受⼊れ可否に係る

情報を⼊⼿可能な「⼀時滞在施設 NAVI」の積極的活⽤を図る 
 発災時における帰宅困難者等向けの有効な情報提供媒体とし

て、デジタルサイネージや掲⽰物等を活⽤し、⼀時滞在施設
NAVI の存在を周知する 

7） 横浜駅周辺地区災害時に
おける来街者避難誘導サ
ポート（⽀援）協定 

 ヤマト運輸株式会社神奈川主管⽀店と事業所等が連携して、地
区内の滞留者等の避難誘導に努める 

8） 外国⼈の⽅のための横浜
駅周辺防災情報の活⽤ 

 特に⽇本語や地理的不案内な外国⼈に対しては、英語版のマッ
プや訪⽇外国⼈向け防災情報サイトを活⽤し、発災時の情報提
供⽀援に努める 

９） 災害時帰宅⽀援ステーシ
ョン 

 徒歩帰宅者に対しては、⼀時滞在施設 NAVI の活⽤と広域的な
徒歩ルートや沿道の災害時帰宅⽀援ステーションについて情報
提供に努める 
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1） 一斉帰宅抑制の基本方針の徹底（自社の従業員等を主とした自助対策） 
○ 一斉帰宅抑制の基本方針について（横浜市） 

URL: https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/wagaya/jishin/place/konnan/20170116102602.html 

 
 
＜基本的考え方＞ 
首都直下地震への備えを万全とするためには、「自助」、「共助」、「公助」による総合的な対応が不

可欠です。首都直下地震発生直後においては、救助・救急活動、消火活動、緊急輸送活動等の応急活
動を迅速・円滑に行う必要があります。このため、帰宅困難者等の発生による混乱を防止するための
「むやみに移動を開始しない」という基本原則を徹底します。  
この基本原則を実効あるものとするため、以下の具体的な取組事項に沿って、各企業等（官公庁や

団体も含む。以下同じ。）は一斉帰宅抑制に努めます。 
 

＜具体的な取組＞ 
（従業員等の待機・備蓄） 
企業等は、首都直下地震の発生により、首都圏のほとんどの交通機関が運行停止となり、当分の間

復旧の見通しが立たない場合には、事業所建物や事業所周辺の被災状況を確認の上、従業員等の安全
を確保するため、従業員等※１を一定期間事業所内に留めておくよう努めます。  
企業等は、従業員等が事業所内に待機できるよう、３日分※２の必要な水、食料、毛布などの物資

の備蓄に努めます。 
 

（大規模な集客施設等での利用者保護） 
首都直下地震発生時には、大規模な集客施設※３やターミナル駅等※４において、多くの帰宅困難

者等の発生が予想されることに鑑み、市区町村や関係機関等と連携し、事業者等は、利用者を保護す
るため、適切な待機や誘導に努めます。 

 
（従業員等を待機させるための環境整備） 
企業等は、従業員等を一定期間事業所内に留めておくことが可能となるよう、事業所建物の耐震

化、家具類の転倒・落下・移動防止、ガラスの飛散防止など、従業員等が事業所内に安全に待機でき
る環境整備に努めます。 

 
（事業継続計画等への位置づけ） 
企業等は、BCP（事業継続計画）等において、首都直下地震発生時における従業員等の待機及び帰

宅の方針をあらかじめ定めておき、従業員に周知することに努めます。 
  

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/wagaya/jishin/place/konnan/20170116102602.html
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（安否確認） 
企業等は、首都直下地震発生時には電話が輻輳することを踏まえ、事業所と従業員間の安否確認方

法をあらかじめ定めるとともに、従業員とその家族間においても、携帯電話災害用伝言板や災害用伝
言ダイヤル１７１、ソーシャル・ネットワーキング・サービス等の複数の安否確認手段をあらかじめ
確認し、当該手段を利用するよう周知することに努めます。 

 
（訓練） 
企業等は、首都直下地震を想定した訓練を定期的に行い、必要に応じて対策の見直しを行うことに

努めます。 
 
※１ 従業員等  
事業所内で業務に従事するもの（雇用形態は問わない）は含むが、来所者は含まない。  

※２ ３日分  
首都直下地震等の発災後７２時間は、被災者の救助・救急活動、消火活動等の災害応急活動が優先されることから、その間は、帰宅

困難者等による混乱や事故を防止するため、従業員等を事業所内に留めることが望ましく、そのために必要な備蓄は３日分である。 
※３ 大規模な集客施設  
災害発生時に、利用者を施設外に出した場合、大量に帰宅困難者等が発生し、混乱や事故等を招くおそれのある施設を想定してい

る。具体的には、百貨店、展示場、遊技場等である。  
※４ ターミナル駅等  
鉄道等の営業上の起終点となる駅や乗換駅等で、地震発生時に帰宅困難者等による混乱・混雑が予想される駅を想定している。 

 

  
災害時一斉帰宅の抑制パンフレット 

 

【利用目的等】 
 （平時）事業所等は、自社の従業員等に対して、防災訓練や人事異動時期、防災啓発の機会を捉

え、次に挙げる「災害時一斉帰宅の抑制のパンフレット」等を活用して、普段から一斉帰宅抑制
の基本方針の周知啓発に努めることが重要です。 

 （災害時）事業者等は、発災時に鉄道等の公共交通機関が運行停止している状況下において、自
社の建物内での安全が確保可能な場合には、館内放送などの放送手段を活用して、身の安全を守
る退避行動に加え、「むやみに移動を開始しない」ことを従業員等に情報伝達し、駅周辺や沿道
の混雑緩和に資する対応をとることが重要です。 
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2） 地域の対応ルール及び避難マップの活⽤フロー（駅混乱防⽌対策会議を中⼼とした共助
の対策） 

 

■平常時の活⽤フロー 

 

 

  

【解説】 
 横浜駅周辺地区では、地域が連携した応急活動（滞留者・帰宅困難者への⽀援対応、津波発⽣時

の避難対応）の⼼構えなどについて、実災害時での閲覧・活⽤を想定した「地域の対応ルール」
及び「地域の対応ルール【津波版】」に定めています。 

 また、滞留者等への案内・誘導先である駅周辺の⼀時避難場所や⼀時滞在施設、津波避難施設の
位置を分かりやすく整理した「滞留者・帰宅困難者避難マップ」「津波避難マップ」を作成し、
市HP上で公開するなど、普段から広く情報を共有しています。 

 これらマップは、横浜駅通路部等に普段から掲⽰し、QRコードからアクセスすることで滞留者
等⾃らが情報⼊⼿可能な環境も構築しています。 
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■発災時（地震及び津波発生時）の活用フロー 
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3） 津波時の避難誘導指針/滞留者・帰宅困難者避難マップ/津波避難マップ 

 
＜滞留者・帰宅困難者避難マップ及び津波避難マップの作成・改定経緯＞ 
平成 24 年度：徒歩帰宅支援マップ、地域の誘導マップ、津波避難マップを新規作成 
平成 25 年度：津波時の避難誘導指針を作成 
平成 29 年度：みなとみらい２１地区の都市再生安全確保計画との整合や、みなとみらい２１地区

からの避難者との避難動線の交錯の回避等を目的に、津波の避難誘導方向の見直し
を実施（I-3-7 参照）。また、同様な資料が複数発行され、記載内容もそれぞれに詳
細な記述となっていることから、枚数を減らすとともに、シンプルでわかりやすい
ものに改定 

令和元年度 ：英語版を新規作成 
  

【平時・災害時の利用目的・活用方法】 
 発災時には、地震による大きな揺れを感じたり、津波警報などの情報を得たときは、直ちに避難

してください。近くの海抜５ｍ以上の高台、津波避難施設または鉄筋コンクリート造などの頑丈
な建物の３階以上のできる限り高い階へ避難してください。 

 「滞留者・帰宅困難者避難マップ」は、事業者等や滞留者・帰宅困難者自身が一時避難場所や一
時滞在施設の位置と施設への経路を確認・検討するために活用します。普段から周辺の一時避難
場所や一時滞在施設の位置や経路を把握しておくことが重要です。 
なお、発災時には、必ず沿道建物や橋などの被災状況等、安全確認を行って避難してください。

また、津波警報等が発表された場合には、次の「津波避難マップ」を用いてください。 
 「津波避難マップ」は、事業者等や滞留者・帰宅困難者自身が津波避難場所の位置と避難経路を

確認・検討するために活用します。普段から周辺の津波避難場所の位置と避難経路を把握してお
くことが重要です。 
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出典：横浜市 HP 
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出典：横浜市 HP 
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4）防災啓発ポスター
令和元年度より、横浜駅きた通路・みなみ通路では「防災啓発ポスター」が掲示され、滞留者・帰宅

困難者避難マップ、津波避難マップ、横浜駅周辺の防災情報について、各自が平時・災害時に QR コー
ドにて情報を入手可能な環境が整備されています。 

■横浜駅きた通路における「津波避難マップ」「滞留者・帰宅困難者避難マップ」の掲示
（2020年７月時点）
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5）地域の対応ルール

【解説】 




「地域の対応ルール」は、平成23年度横浜駅周辺混乱防止対策会議において、地区内関係者によ
るまち歩きやワークショップ等を行い、作成されました。
「地域の対応ルール」は、津波を伴わない直下型地震を想定した「地域の対応ルール」と津波
を伴う海溝型地震を想定した「地域の対応ルール【津波版】」の2種類で構成されています。

 「地域の対応ルール」は、大震災発生時のある被害想定に基づいた事業所等の「心得」を示し
たものです。実際の被害状況は様々であり、またその状況は刻一刻と変化するため、本ルール
を原則としつつも、実際の状況に即した臨機応変な対応が必要となります。なお、本ルール
は、各「事業所等」における事業継続計画（ＢＣＰ）や防災計画を作成する際の参考とし、風
水害その他の災害により、鉄道が運行停止し横浜駅周辺の混乱が予想される場合にも、本ルー
ルを準用するものです。

 「地域の対応ルール【津波版】」は、発災時に、津波警報、大津波警報の発表および避難指示
等が発令された場合の「地域の対応ルール」です。津波避難の基本的な考え方として、「より早
く、より高い場所へ避難する」、「平常時からの準備及び普及啓発の実施」、「適切な情報提
供」に関する心構えを定めています。
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作成：平成23年度横浜駅周辺混乱防止対策会議
改定：令和３年度横浜駅周辺混乱防止対策会議 
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作成：平成23年度横浜駅周辺混乱防止対策会議
改定：令和３年度横浜駅周辺混乱防止対策会議 
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作成：平成23年度横浜駅周辺混乱防止対策会議
改定：令和３年度横浜駅周辺混乱防止対策会議 
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作成：平成23年度横浜駅周辺混乱防止対策会議
改定：令和３年度横浜駅周辺混乱防止対策会議 
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6）一時滞在施設 NAVI

■帰宅困難者一時滞在施設検索システムのアクセス先と画面イメージ

出典：横浜市HP 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/wagaya/jishin/place/konnan/20170131153638.html 

【解説】 
 一時滞在施設NAVIでは、平時は、全て青色のアイコンで一時滞在施設の位置が示されます。災

害時は、一時滞在施設の管理者による安全確認結果や施設利用可否の判断に基づき、施設管理者
により利用状況が更新され、「一時滞在施設（災害発生後）：安全確認中」、「一時滞在施設（災
害発生後）：受入可」、「一時滞在施設（災害発生後）：満員」、「一時滞在施設（災害発生後）：
受入終了」の情報を確認することができます。

 「一時滞在施設NAVI」は、市が管理する地理情報システムで、帰宅困難者が収容できる施設（市
と災害時協定を締結した帰宅困難者一時滞在施設）の位置や施設運用状況（災害時）に係る情報
について、インターネット（PCやスマートフォン等）を用いて検索することができます。

【平時・災害時の利用目的・活用方法】 
 （平時）事業者等は、平時からPCやスマートフォンを用いて「一時滞在施設NAVI」のサイトに

実際にアクセスし、システムの概要や機能を確認・習熟しておくことが重要です。
 （災害時）事業者等は、一時滞在施設NAVIのサイトに定期的にアクセスし、一時滞在施設の受

入れ可否の情報を入手し、施設内の帰宅困難者等へ提供可能な情報を把握します。なお、帰宅困
難者等に対して現場で案内を行う人的対応負荷を考慮して、デジタルサイネージや掲示物、館内
報道等の情報伝達手段を用いて、一時滞在NAVIの存在を周知し、帰宅困難者自身による対応の
判断を促すことも重要です。

 JR横浜タワーでは、大型ビジョンを活用して、一時滞在施設NAVIの案内を行います。
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凡  例 

現在地 

検索施設位置 

一時滞在施設（平常時） 

一時滞在施設（災害発生後）：安全確認中 

一時滞在施設（災害発生後）：受入可 

一時滞在施設（災害発生後）：満員 

一時滞在施設（災害発生後）：受入終了 

○ 帰宅困難者一時滞在施設検索システム（一時滞在 NAVI） の利用について
出典：横浜市HP（https://wwwm.city.yokohama.lg.jp/b-sp/）

本システムでは、前の画面に戻る際、端末の「戻る」ボタンは使わず、画面内の「戻る」ボタンをご
利用下さい。 
本サイトでは本来ＧＰＳを利用して現在地付近の一時滞在施設を検索することができますが、現在

システム障害により位置情報を利用することできません。
改善するまでの間、駅、住所、目標施設を指定して帰宅困難者一時滞在施設を検索してください。
帰宅困難者一時滞在施設のご利用にあたっては、次の事項をあらかじめご了承いただき、気持ちよく

利用できるよう、皆様のご協力をお願いいたします。 

・ 会社や学校に留まれる事が可能な方は、可能な限り会社や学校に留まるようお願いいたします。
・ 帰宅困難者一時滞在施設は地震等の災害により鉄道が長時間運行停止になった場合、一時的に滞
在するための施設です。

・ 帰宅困難者一時滞在施設に指定されている施設でも、被災状況や受け入れ状況により受け入れが
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できない場合があります。 
・ 帰宅困難者一時滞在施設の利用にあたっては、施設管理者の指示に従うようご協力をお願いいた
します。（使用できるスペースなど） 

・ ホテルについては、ロビーや宴会場等のホテルが指定する場所が一時滞在場所です。客室をご利
用の場合は、通常のご利用料金が必要です。 

・ 帰宅困難者一時滞在施設の受け入れは一晩を経過した時点で終了します。 
・ 本サービスでは施設の状況として、下表の通り表示されますが、あくまでも目安です。 
・ 帰宅困難者一時滞在施設では水道水とトイレの提供が受けられますが、被災状況によっては提供
できない場合があります。 

・ 横浜市は、本システムの利用によって発生した直接又は間接の損失、損害等について、一切の責任
を負いません。 

・ 本システムで得られた情報を営利目的で利用することはできません。 
・ 本システムにより提供される案内地図の著作権はインクリメントＰ株式会社および株式会社パス
コにあります。 

・ 本システムにより提供される地図情報を複製する場合には、測量法に基づく承認が必要になりま
す。 

・ 本システムの利用についてはパケット通信料が発生します、ご利用の際はご自身の携帯電話の契
約内容を確認のうえご利用下さい。 

・ 本システムでは、GPS による位置情報取得機能により利用者端末の位置情報を取得することがあ
りますが、取得した位置情報を、本サービス提供の目的の範囲を超えて第三者への開示・提供する
ことはありません。 

・ GPS による位置情報取得機能については、周辺の電波状況により現在地を表示できない場合やず
れが発生する場合があります。 

・ 情報は可能な限り更新していますが、必ずしもこのとおりではありません。 
 
■一時滞在施設 NAVIの QRコードによる情報発信（JR横浜タワー）（令和 2 年９月） 
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7） 横浜駅周辺地区災害時における来街者避難誘導サポート（支援）協定 

  

【解説】 
 市は、ヤマト運輸株式会社神奈川主管支店と以下の災害時協定を締結しており、横浜駅周辺地区

における災害時の避難誘導オフィシャルサポートパートナーとして、マップを活用した案内など
にご協力いただく連携体制を構築しています。 

【平時・災害時の利用目的・活用方法】 
 （平時）事業者等は、平時から市の防災訓練などの機会を活用し、ヤマト運輸株式会社神奈川主

管支店との連携体制を確認しておくことが重要です。 
 （災害時）事業者等は、ヤマト運輸株式会社神奈川主管支店と協力して、滞留者等に対する一時

避難場所等の案内に努めます。 
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8） 外国人の方のための横浜駅周辺防災情報の活用 

 

【解説】 
 市は、横浜駅周辺地区に係る防災情報を発信するホームページにおいて、下記のとおり外国人向

けの支援情報（英語版の避難マップ、訪日外国人向け災害情報提供サイト、NHK災害報道サイト
などのリンク先情報等）を情報提供しています。 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-
kankyo/toshiseibi/toshin/excite22/shokai/bousai_gaikoku.html 

【平時・災害時の利用目的・活用方法】 
 （平時）事業者等は、平時から当サイトの情報を印刷（QRコードを作成）しておくなどし、発災

時に外国人向けに基本的な災害情報を提供可能な備えを進めておくことが重要です。 
 （災害時）事業者等は、外国人滞留者等に対して、英語版の「滞留者・帰宅困難者避難マップ/津

波避難マップ」を配布するなど、地理的に不慣れで災害に不安を抱える外国人に対する情報提供
の支援に努めます。 
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【和訳】 

 
  

横浜駅周辺の防災情報英語情報 
災害時の便利なリンク 
■横浜駅周辺津波避難マップ 
このマップは、津波警報等が発生した時に、津波から身を守るために避難する場所を示しています。 
（横浜駅周辺津波避難マップ） 

■横浜駅周辺滞留者・帰宅困難者避難マップ 
このマップは、災害時の一時避難場所、帰宅困難者一時滞在施設を示しています。 
（横浜駅周辺滞留者・帰宅困難者避難マップ） 

■旅行者のための安全のヒント 
・気象警報と勧告 
・Google マップからの現在地（現在地を確認してください） 
・連絡先リスト（大使館、ニュースメディアなど） 
・災害から身を守るための便利なヒント 
・緊急時（災害時の手順） 

https://www.jnto.go.jp/safety-tips/eng/（外部サイト） 
■JR東日本 
・JR 東日本 運行情報 

https://traininfo.jreast.co.jp/train_info/e/service.aspx（外部サイト） 
■NHKワールドジャパン 
・18言語の 24 時間チャンネル 

https://www3.nhk.or.jp/nhkworld/（外部サイト） 
■震災後の重要事項（JNTO） 
・日本政府観光局からの最新ニュースと重要なお知らせ 

https://www.japan.travel/en/travel-directory/latest-news/（外部サイト） 
■横浜観光情報 

https://www.yokohamajapan.com/information/emergency/（外部サイト） 
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■英語版：滞留者・帰宅困難者避難マップ/津波避難マップ 

 
平成 30 年３月作成 

津波避難マップ 
 

 
平成 30 年３月作成 

帰宅困難者避難マップ  
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9） 災害時帰宅支援ステーション 

 
＜災害時帰宅支援ステーション等による支援内容について＞ 
九都県市（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県の知事、横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相

模原市）では、災害時に徒歩で帰宅する人たちのために、コンビニエンスストアやファミリーレスト
ラン、ガソリンスタンドなどと協定を結んでいます。 
これらの店舗では、トイレ、水道水を利用できるほか、道路交通情報などを可能な範囲で提供して

いただけます。 
協定に賛同した店舗を「災害時帰宅支援ステーション」又は「災害時徒歩帰宅者支援ステーション」

と呼び、専用のステッカーを店舗の入口など、利用者の見やすい位置に掲示しています。 
 
九都県市首脳会議 防災・危機管理対策委員会 帰宅困難者対策 
http://www.9tokenshi-bousai.jp/comehome/comehome.html 

 
 
○ 主な支援内容 

1.水道水およびトイレの提供 
2.地図等による道路情報、ラジオ等で知り得た災害に関する情報の提供 
3.一時的な休憩の場の提供 
 

 

 

【解説】 
 （災害時）事業者等は、災害から一定時間経過後、徒歩帰宅が可能な者に対して、災害時帰宅支

援ステーションに関する情報提供に努めます。インターネットが利用できる場合には、「一時滞
在施設NAVI」の情報と併せて、徒歩帰宅の長い道中において活用を促すことが重要です。 



 
  

Ⅱ．行動手順編：災害対応全般を俯瞰し、連携主体との共通の行動手順を確認するための資料 





 

 

 

第３章 滞留者・帰宅困難者等支援活動に係る行動指針

第５章 滞留者・帰宅困難者等
支援活動の行動手順（代表例）

横浜駅鉄道事業者

横浜駅周辺総合防災センター

⻄⼝周辺事業者
（⻄⼝共同防管）

東⼝周辺事業者
（東⼝共同防管）

第４章 発災後の時系列対応シナリオ（～翌朝～3日程度）

第６章 横浜駅周辺混乱防止対策マニュアル

⻄⼝情報拠点 東⼝情報拠点 鉄道情報拠点

情報連絡本部
（横浜駅周辺総合
防災センター）

⻄⼝共同防管会員
事業所

東⼝共同防管会員
事業所 鉄道事業者

市・区
本部

警察署、消
防署、鉄道
警察隊

〜地区特性や事業者特性に応じた
現場対応の具体⼿順の例⽰〜

〜情報拠点を介した官⺠の情報共有・活動⽅針検討
のスキーム〜

⼀時滞在施設等市・区鉄道事業者・駅周辺事業者

〜滞留者・帰宅困難者対応を担う主体別の対応の流れ・全体像〜

〜共助の理念に基づき駅周辺事業者が連携して対応する際の⼼構え〜
「横浜駅周辺地区の事業所及び鉄道事業者」

【⼀⻫帰宅抑制の⽅針への賛同、地域の対応ルールに沿った⽀援、避難マップの活⽤、
⼀時滞在Naviの活⽤、来街者誘導サポートとの連携など共通して持つべき⼼構えや共通して活⽤するツールについて記載】

など

第３章の行動指針を踏まえ、第４章、第５章、第６章で記載する行動手順に係る関係主

体の対応関係は、下図のとおりです。 

第4章では、滞留者・帰宅困難者対応を担う主体別（鉄道事業者・駅周辺事業者、市・

区、一時滞在施設等）の対応の流れと全体像を、第５章では、地区特性や事業所特性に

応じた現場対応（西口周辺事業者、東口周辺事業者、横浜駅鉄道事業者、横浜駅周辺総

合防災センター）の具体手順の例示、第6章では、地区内の情報拠点を介した官民の情

報共有・活動方針検討のスキーム、情報受伝達の対応手順を示しています。 
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第4章 発災後の時系列対応シナリオ（発災直後～翌朝～翌朝以降） 
 
震災が発生した場合の行政、民間事業者、鉄道事業者の応急活動については、「横浜市防災計画【震

災対策編】」に定められており、さらに、横浜駅周辺地区では、より詳細な応急活動について、「横浜駅
周辺混乱防止対策マニュアル（第６章）」、「地域の対応ルール」及び「地域の対応ルール【津波版】（第
３章）」にも定めています。 
本項では、災害時に滞留者・帰宅困難者等の安全を確保するために必要な項目（ソフト関連事項）を

行政機関、鉄道事業者・駅周辺事業者、帰宅困難者一時滞在施設管理者ごとに、「横浜市防災計画【震
災対策編】」、「横浜駅周辺混乱防止対策マニュアル」、「地域の対応ルール」及び「地域の対応ルール【津
波版】」に基づいて、内容を記載しています。発災時には、災害の状況に応じて本項を参考に応急活動
を実施します。 

1） 情報受伝達の流れ（横浜駅周辺総合防災センター開設時） 
横浜駅周辺混乱防止対策マニュアルに記載されている情報受伝達の流れは以下のとおりです。横浜

駅周辺総合防災センターと３つの情報拠点を核に、IP無線機、電話、その他 E メール等を活用し、行
政、民間事業者、鉄道事業者間で情報連携を図ります。 

 

2） 滞留者・帰宅困難者等への対応の流れ 
地震時・津波時における滞留者・帰宅困難者等への対応の大枠として、以下のとおり「対応フェーズ」

を設定します（地震時は３フェーズ、津波時は１フェーズ）。 
対応フェーズに応じた「市」、「一時滞在施設等」、「鉄道事業者・駅周辺事業者」の主体別の対応の概

要と対応の全体像を横断的に確認可能な対応フローを p.Ⅱ-4-4 に示します。 
  

横浜西口各事業所
インターホン

テレスピ

東口共同防管
専用IP無線

西口情報拠点
【ジョイナス防災センター】

※上記以外には、次の通信手段を活用
① デジタル移動無線
② テレスピ（防災連絡用）
③ テレスピ（業務連絡用）

【連絡手段（優先順）】
① IP無線機
② 電話
③ その他Eメール等
※ FAX（被害情報等）

電話等 電話等

横浜駅周辺総合
防災センター

各鉄道事業者

横浜東口事業所

鉄道情報拠点
【JR横浜駅事務所】

東口情報拠点
【ポルタ防災センター】

市本部

神奈川区本部西区本部

戸部警察署

西消防署

鉄道警察隊

神奈川警察署

神奈川消防署
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2）滞留者・帰宅困難者等への対応の流れ 
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＜地震時：横浜市の一時滞在施設の運用を踏まえた３段階の対応フェーズの設定＞ 
対応フェーズ 時間推移（目安） 対応の留意点 

フェーズ１： 
一斉帰宅抑制の徹底と滞留
者の一時避難支援対応 

発災から３時間後 

 駅周辺の混乱防止には、各組織の従業員・利
用客等の「一斉帰宅抑制」が不可欠であり、
発災直後からむやみに移動を開始しないこ
との周知を徹底することが重要。 

 
 滞留者・帰宅困難者には、統一的かつ正確な

情報提供に努め、落ち着いて行動するよう
随時呼びかけ、事業者等が連携して避難誘
導を行う。その際、自らの安全確保を最優先
に対応にあたる（危険は冒さない）。 

 
 通信輻輳時は、電話・FAX・メール・WEB・

SNS・無線機器・TV・ラジオ・館内放送など
活用可能な複数の情報受伝達手段を用いて
情報収集・情報伝達に努める。 

フェーズ２： 
帰宅困難者の一時滞在支援
と徒歩帰宅者への情報提供
支援対応 

３時間後から翌朝 

 一時滞在施設への案内誘導にあたっては、
施設の受入れに大きな偏りが生じて大きな
混乱が発生しないよう、一時滞在施設の状
況に関して市と情報共有の上、移動先を案
内する。 

 
 一時滞在施設では、徒歩帰宅できない方々

に被災状況に応じて事業者の可能な範囲で
休憩場所の他に、トイレや水道水等に関す
る情報の提供を行う（一時滞在施設での滞
在は、原則翌朝までとなる）。その際、要配
慮者の方（高齢者、障がい者、乳幼児連れ、
妊婦、子供、外国人等）への優先的な対応や
手助けを行う。 

 
 徒歩帰宅者に対しては、被害状況（火災延焼

等）や幹線道路の状況、帰宅困難者支援ステ
ーション等の帰宅支援情報を提供し、より
安全な徒歩帰宅の判断を促す。 

フェーズ３： 
公共交通機関の運行再開状
況に応じた帰宅支援・滞在
延長支援対応 

翌朝以降 

 翌朝以降の一時滞在施設の開設延長情報や
公共交通機関の運行再開に関する情報、代
替輸送手段に関する情報、災害関連情報を
整理し、帰宅に向けた情報提供支援を行う。 

 
 開設延長される一時滞在施設への案内誘導

にあたっては、なるべく安全な移動ルート
を検討し、一度に案内する人数を抑え段階
的な移動を促すよう努める。 
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＜津波時：命を守るための避難対応を主軸とした対応フェーズの設定＞ 
対応フェーズ 時間推移（目安） 対応の留意点 

フェーズ： 
命を守るための迅速・ 
円滑な避難支援対応 

発災直後から津波警
報等解除まで 

 発災時に、津波警報、大津波警報の発表およ
び避難勧告、避難指示が発令された場合に
は、より早く、より高い場所へ避難する。 
①海抜５ｍ以上の高台又は②鉄筋コンクリ
ート若しくは鉄骨鉄筋コンクリート造の頑
丈な建物の３階以上を目安に避難する  
※指定した津波避難施設にこだわらない 

 避難誘導にあたっては、上記に加え、できる
だけ次の①～⑤を心がけること。 
（出典：津波からの避難に関するガイドライン第 3 版 
市危機管理室） 
①さらに高いところへ避難できるような場所（例：さら
に高い場所へ避難できるような連続した地形や４階、５
階･･･と、上層階へ避難できる高い建物）に避難する。 
②建物に避難する場合は、津波による船舶などの漂流物
を考慮して、海に面する建物を 1 列目とすると、1 列目
よりも２列目、３列目の建物に避難する。 
③地下街や地下室などは、浸水するおそれが高いため、
津波警報等や避難勧告・指示の情報を得た場合は、速や
かに近くのビルの上階や高台などの安全なところへ避難
してください。 
④避難するときは、周囲に声をかける、手を引いて逃げ
るなど、その場の状況でできる「助け合い」をしましょ
う。 
⑤車での避難については、避難する車で渋滞が発生し、
立ち往生した車が津波に襲われることがあり、また、狭
い通路で車が立ち往生した場合は、徒歩で避難している
人の妨げになる可能性もあります。一方で、高齢者や身
体が不自由な方など、車での避難が必要な方もいます。
このような方々がいち早く避難するためにも、車を使わ
ずに避難できる方は車を使用しないよう御協力をお願い
します。 

 津波警報等が解除されるまでは、安全な場
所から離れない。 

 
 
 

その後状況に応じて、地震時の場合の対応フェーズに移行する。 
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フ
ェ
ー
ズ
１

発
災
か
ら
３
時
間
後

発災

施設の安全点検、従業員・
利用客の安否確認・

安全確保

むやみに外へ出さず、
一時待機させる

施設内の安全な場所への
利用客の誘導

建物内の耐震性や周辺の
被害状況を勘案し、事業
者が受入れの可否を判断

施設で受入
が不可能と

判断

施設で受入
が可能と
判断

他の一時
滞在施設を

案内

民間の一時滞在施設の
開設・運営

国・県の一時滞在施設の
開設・運営

横浜市（公共）一時滞在
施設の開設・運営

帰宅に係る参考情報の
収集、避難者への提供

市内の被害状況などの情
報収集及び把握

緊急速報メールによる災
害 ・避難情報の一斉配信

駅及び滞留者の状況の
把握

一斉帰宅の抑制
（呼びかけ等）

一時滞在施設の
開設情報及び受入れ状況

の集約

避難者用の物資が不足
する場合、物資の搬送

交通局のバスを活用した
帰宅困難者の搬送の調整

■一時滞在施設の開設の延長
パシフィコ横浜、横浜アリーナ
の開設要請（文化観光局へ依頼）

※目安として３日目以降は２施設

帰宅困難者対策チーム
の設置

避難誘導や混乱防止対応の実施

●対応する活動
・帰宅困難者対策の全般統制
・駅及び周辺の滞留者の状況把握
・一時滞在施設等への人的・物的

支援の調整

・パシフィコ横浜、横浜アリーナ

の開設及び運営

・帰宅困難者の輸送調整
など

帰宅困難者対策チーム
及び

区災害対策本部

一時避難場所にて、
・災害関連情報の提供
・臨時電話の設置
・水缶、保存用ビスケット等
の配布

※警察及び関係機関と連係による

HP・一時滞在施設
検索システム・直接
連絡等による情報提供

鉄道情報拠点
西口情報拠点
東口情報拠点

の設置

●対応する活動
・一時滞在施設等の避難者の把握
・避難者の安全確保
・二次災害防止に係る避難誘導
・帰宅困難者対応
・駅周辺事業者及び鉄道事業者、

関係行政機関と連携した避難誘導

・一時滞在施設の運営又は支援
など

※情報連絡本部へ職員を派遣

横浜駅周辺総合防災センター

広報実施
滞留者への
情報提供

■「横浜駅周辺総合防災センター」開設及
び運用要領に従い以下を実施。
１．参集
２．開設
２－１．IP無線機の起動、連絡
２－２．電話・FAX・パソコン・プリン

ター・デジタル移動無線の設置、
作動確認

２－３．レイアウトの設定
３．情報共有・活動方針検討
３－１．各情報拠点からの情報収集・情報

受伝達
３－２．市本部、各区本部からの災害関連

情報の収集・共有
３－３．混乱防止対策に係る協議検討
３－４．その他
４．廃止

■構成メンバー
(ｱ)市・区職員（予め対応者を定める。）

a 市本部 ２人 本部運営チーム及び帰宅
困難者対策チーム
b 神奈川区本部 ２人 避難者・駅対応班
c 西区本部 ２人 避難者・駅対応班

(ｲ)各派遣要員
a 横浜駅西口情報拠点 １人以上
b 横浜駅東口情報拠点 １人以上
c 鉄道情報拠点 １人以上

東口交番・
西口派出所設置の
屋外拡声器を活用
した広報の依頼

施設内滞留者及び施設周

辺の滞留者へ情報提供

※施設内の安全が確認できた場合
施設内の滞留者を一時待機させる
従業員の施設内待機
（可能な範囲で実施）

施設内の安全確認
従業員の安否確認

地震に関する情報の収集

※各者があらかじめ定めた
行動に移行

一時避難できる安全な場所の確保
（可能な範囲で実施）

確保できる
場合

確保できない
場合

滞留者に地震情報等の
情報提供

一時滞在施設までの避
難ルートの安全確認
（可能な範囲で実施）

一時滞在施設への避難
誘導

（可能な範囲で実施）

施設に帰宅困難
者の受入れが可

能な場合

帰宅

一時滞在施設
の開設決定

災害関連情報及び徒歩帰宅
者支援等に関する情報提供

市災害対策本部の設置

市（区）職員を一時避難場所
へ派遣（受け入れ準備等）

区災害対策本部の設置
（西区、神奈川区）

避難者・駅対応班
の設置

滞留者情報運行・
復旧見込み等の情報

滞留者を一時避難
できる安全な場所へ

誘導

滞留者に近隣の
受入場所に関する情報

提供

一時避難場所までの
避難ルートの安全確認
（可能な範囲で実施）

一時避難場所への
避難誘導

（可能な範囲で実施）

帰宅困難者に情報提供、
トイレの開放、備蓄品

の配布等の支援

備蓄品の配布ルール
に 基づき

帰宅困難者に配布

帰宅に係る参考情報の
収集、

避難者への提供

帰宅支援情報の収集・
提供

開設延長される一時滞
在施設への帰宅困難者

の誘導

帰宅支援情報の収集・提供、
開設延長・施設閉鎖の判断

開設延長される一時滞在施
設への帰宅困難者の誘導

新規追加

新規追加

新規追加

新規追加

フ
ェ
ー
ズ
２

３
時
間
後
か
ら
翌
朝

フ
ェ
ー
ズ
３

翌
朝
以
降

対
応
の
概
要

1. 施設の安全確認、従業員・利用客の安否確認・安全
確保を行い、一斉帰宅抑制の徹底を図る。帰宅困難
者の受入れ可否を判断する。

2. 一時滞在施設として施設を開設し、帰宅困難者を受
入れ、一時滞在スペースの運営を行い、帰宅困難者
への情報提供を行う。

3. 鉄道が長期間運行停止となる場合には、開設延長さ
れる一時滞在施設へ案内誘導を行い、開設延長の依
頼があった場合は、その要否を判断し、施設運営・
閉鎖に向けた対応を行う。

1. 市・区災害対策本部を立上げ、帰宅困難者対策チーム、避難者・駅対応班、情報連絡本部（横浜駅周辺総合防災セ
ンター内）を設置し、滞留者・帰宅困難者対応に係る全市的な体制を構築する。市内の被害状況・滞留者の発生状
況等の把握、鉄道事業者・駅周辺事業者・警察、消防等関係行政機関と連携した避難誘導、一時滞在施設への開設
依頼、滞留者への情報提供（広報）を随時行う。

2. 一時滞在施設の開設情報及び受入れ状況の情報を集約し、ホームページや一時滞在施設検索システムにて随時広報
し、必要に応じて関係者への直接連絡等により情報提供を行う。また、徒歩帰宅者に対しては、災害関連情報及び
徒歩帰宅者支援等に関する情報提供を行う。

3. 公共交通機関の運行再開状況に応じて、一時滞在施設の開設延長や物資が不足する場合の一時滞在施設等への物資
の搬送、バス等の代替輸送手段の確保に関する調整を行い、徒歩帰宅者・帰宅困難者に向けた帰宅支援情報の広報
を継続する。

1. 施設の安全確認、従業員・利用客の安否確認・安全確保を行い、一斉帰宅抑制の徹底を図るとともに、関
係者が連携して各情報拠点を立上げ、市との情報連絡体制を構築し、滞留者の避難誘導支援を行う。

2. 市の広報内容等を踏まえ、一時滞在施設の開設・受入れ情報を収集し、受入れ可能な一時滞在施設等に帰
宅困難者を誘導する。また、徒歩帰宅支援に係る参考情報を収集し、徒歩帰宅者へ情報提供を行う。

3. 確保可能な一時滞在スペースに受入れている帰宅困難者に対して、鉄道の運行状況やバス等の代替輸送手
段に係る帰宅支援情報の提供を行う。鉄道が長期間運行停止となる場合には、帰宅困難者を開設延長され
る一時滞在施設へ案内誘導を行う。

一時滞在施設等 横浜市 鉄道事業者・駅周辺事業者

一時滞在施設ま
での避難ルート
の安全確認

一時滞在者に情
報提供、トイレ
の開放、備蓄品
配付等の支援

駅周辺事業者

鉄道事業者

一時滞在施設への避難
誘導

帰宅に係る参考情報の
収集、

避難者への提供

新規追加

新規追加

新規追加

新規追加

駅周辺事業者鉄道事業者

鉄道運行再開に向けた準備対応、
鉄道以外の代替輸送手段に係る情報

提供

新規追加

徒歩帰宅の支援





第 4章 発災後の時系列対応シナリオ（発災直後～翌朝～翌朝以降） 
2）滞留者・帰宅困難者等への対応の流れ 

Ⅱ-4-5 

第
Ⅰ
編 

第
５
章 

Ⅱ 

第
３
章 

Ⅰ 

第
４
章 

Ⅱ 

第
２
章 

Ⅰ 

第
１
章 

Ⅰ 

第
６
章 

Ⅱ 

参
考
資
料
編 

Ⅲ 

2021年３月版 

 

発災

来街者等の受け入れの
実施

（３階以上の場所へ避
難するよう促す又は津
波避難施設、もしくは
近隣の高い場所へ避難

するよう促す）

市災害対策警戒本部の設置
（津波注意報が発表された時）

市災害対策本部の設置
（津波警報、大津波警報が発表された時）

区災害対策警戒本部の設置
（津波注意報が発表された時）

区災害対策本部の設置
（津波警報、大津波警報が発表された時）

津波警報伝達システム、防災情報
Eメール、緊急速報メール等により
警報等が発表されたことの広報
（津波注意報の場合は、上記広報
を実施する場合がある） 津波浸水時の（地域防災拠点）

代替拠点の対応

代替拠点へ移動

現行拠点の継続
利用不可能

※移動すると判断
した場合

西・神奈川消防署
西区、神奈川区、港湾局、

環境創造局

各沿岸地域及び河川流域
にて情報収集

巡回警戒、潮位観測

広報車、放送施設、
サイレン等により避難広
報の実施

広報車、放送施設、
サイレン等により避難広報
の実施

初動体制の確立

3階以上の場所へ
避難するよう促す

津波避難施設、もしく
は近隣の高所へ避難す

るよう促す

※誘導に際しては、来街者に避難を促すとともに、
従業員も３階以上の場所へ避難する

区職員が代替拠点に職員を派遣

区から代替拠点又は、
代替拠点担当者へ開設を依頼

市（区）職員と一緒に

従業員及び来街者へ津波関連情報
の提供

従業員に対して避難誘導実施の指示

避難場所の確保

発
災
直
後
か
ら
津
波
警
報
等
解
除
ま
で

対
応
の
概
要

 迅速な津波避難行動を
促す。津波から安全な
場所を有する一時滞在
施設は、来街者等の受
け入れを実施する。

 津波警報伝達システム、防災情報Eメール、緊急速報メール等による津波警報等の広報や区・消防署と連携して広報車や放送施設、サイレン等
による避難広報を実施し、より早く高い場所への避難を促す。

 消防計画等に定めた役割に基づき行動を開始し、テレビ・ラジオなどで収集した災害関連情
報や市の広報を確認し、従業員及び来街者へ津波関連情報の提供を円滑に行い、迅速な津波
避難行動を促す。

一時滞在施設等 横浜市 鉄道事業者・駅周辺事業者
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第5章 滞留者・帰宅困難者等支援活動の行動手順 
 
第５章の行動手順では、第４章のフロー図を具体化し、事業所類型・地区特性（西口・東口）に応じ

た滞留者・帰宅困難者等支援活動の行動手順の具体例を記載しています。 
本資料は、2020 年度に実施した関係事業者へのアンケート・個別ヒアリング結果並びに６章に記載

する横浜駅周辺混乱防止対策マニュアルに基づく横浜駅周辺総合防災センター等の対応内容を踏まえ、
各事業者等が保有する現行の計画・マニュアル等の内容を対応手順の概要を横断的に確認可能な資料
として、見える化したものです。 

 
〇本資料作成上の留意点は、以下のとおりです。 
 鉄道事業者の対応については、横浜駅の鉄道各社（５社：東日本旅客鉄道株式会社横浜駅、相模

鉄道株式会社横浜駅、京浜急行電鉄株式会社横浜駅、東急電鉄株式会社、横浜駅高速鉄道本部横
浜管区駅駅務管理所）のアンケート回答結果から、共通的な対応内容を事務局が抽出し、概要を
反映しました。 

 西口周辺事業者（西口共同防管）並びに東口周辺事業者（東口共同防管）の対応については、両
共同防火防災管理協議会にてご検討いただき、概要を反映しました。また、共同防管の動きとは
別に、東西事業所の個別事業所の代表例として、ポルタ・ジョイナスの対応例も併せてご検討い
ただき、概要を反映しました。 

 地震直後に横浜駅周辺が津波による浸水のおそれがある状況を前提としていています。 
 本状況における初動対応は、「命を守るための避難対応を主軸とした対応」が原則となります。 
 なお、津波時は、命を守るための避難行動が第一優先です。発災時の状況に応じた行動を取って

ください。 
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■５章 滞留者・帰宅困難者等支援活動の行動手順（地震時）〔１／２〕 【2021年3月時点】

フ
ェ
ー
ズ
１
：
発
災
か
ら
3
時
間
後

～
一
斉
帰
宅
抑
制
の
徹
底
と
滞
留
者
の
一
時
避
難
対
応
～

参考：各フェーズの
現状課題・連携課題等

鉄道事業者・駅周辺
事業者の主な対応
（第4章より抜粋）

横浜駅鉄道事業者

 市本部は、JR横
浜タワー防災セ
ンター（２階）に電
話連絡する

→「○○により横浜駅
周辺総合防災セン
ターを設置します。」
※○○は設置の理由
（例：市内に震度５強
の地震が発生）

 「横浜駅周辺総
合防災センター」
開錠
（JR横浜タワー防
災センター職員
（２階））

発災  各鉄道会社間の情
報共有と連携した
行動

 市からの情報による
救護、安全箇所の
共有

 駅への殺到を避け
るための周辺事業
所等による一斉帰
宅抑制の周知・徹
底

 一斉帰宅抑制の呼
びかけに対する個
人レベルでのご理
解・ご協力（職場や
学校など身を寄せ
される場所がある従
業員や学生の方に
は自組織に戻って
いただくよう案内す
るため）

 人員確保のための
会社間を越えた応
援体制

西口周辺事業者
（西口共同防管）

東口周辺事業者
（東口共同防管）

地
震
に
関
す
る
情
報
の
収
集
等

■地震に関する情報収集、緊急地震速報
や身を守る情報、一斉帰宅抑制の情報発
信
 各鉄道事業者は、地震通報システムや運

輸司令等からの情報連絡、各種報道、ビ
ル防災センター、現場の自衛消防組織等
からの地震に関する情報等を収集・確認
する。

 お客様等に対して、駅構内放送や掲示（デ
ジタルサイネージ・改札ホーム設置のモニ
ター等）、口頭にて、収集した地震に関する
情報やNHK災害報道などの情報提供を行
い、状況によりむやみに移動せず安全な場
所で身の安全を確保するよう呼びかける。

■地震発災直後の体制構築、停電時の最
低限の明かりの確保
 地震の状況に応じて、各社の体制基準に則

り、災害対策本部を設置し、駅職員を中心
とした自衛消防隊を組織し、指揮・初期消
火・通報連絡・避難誘導・安全防護・応援
救護等の各班体制で（もしくは駅助役、駅
務員を中心とした体制で）、各改札や出札、
ホーム、通路等の安全確認及び負傷者救
護、誘導等の初期対応に当たる。

 駅間の線路上に車両が停止してしまった場
合には、乗客の避難誘導を迅速に行う。

 停電時は、駅構内の照明が非常用発電に
切り替わり、非常灯・誘導灯により数時間程
度明かりを確保できる場所もあるが、非常
用電源が確保できない場合等は、備蓄して
いるランタンや発電機などを用いて最低限
の照明や情報用電源を確保する。

■地震に関する情報収集、緊急地震速報や
身を守る情報、一斉帰宅抑制の情報発信
 地震災害への対応は、東口共同防管会員

事業所が個々に定める計画等に基づいて対
応する。会員事業所の施設には、高度利用
者向け緊急地震速報システムまたは地震
発生時の通報連絡体制が整備、運用され
ている。いずれも地震到達前後に地震情報
や身を守る情報などを繰り返し館内放送す
る。

 地震発生後の地震に関する情報は、会員
事業所毎にTV、ラジオ、インターネット等か
ら収集するが、その他に行政機関、東口情
報拠点（市系IP無線）などから入手した周辺
の火災、ガス漏洩等の災害発生情報や避
難に関する情報、交通情報、地域に係わる
情報などをポルタ防災センターあるいは東口
共同防管事務局（横浜新都市センター㈱
内）から会員事業所に共同防管系IP無線で
情報提供する。

（ポルタの対応例）

 従業員等の一斉帰宅抑制の方針は、
弊社地震対策マニュアルに既定済み。

■地震発災直後の体制構築、停電時の最
低限の明かりの確保
 東口共同防管会員事業所の地震発生後

の体制構築及び停電時の対応は、会員
事業所が個々に定める計画・マニュアル
等による。

 各事業所の被害情報などは、ポルタ防災
センターが集計し、東口共同防管事務局
に報告する。

（ポルタの対応例）
 ポルタ防災センター警備員、ポルタテナン

ト従業員、横浜駅東口地下駐車場要員
及び横浜新都市センター本社から駆け付
ける社員で自衛消防隊を編成し対処する。

 停電時は、自家発電設備を稼働させ消防
設備、建築防火設備等に対し給電する。
ただし、避難が完了した場合など、状況に
応じて稼働を停止する場合がある。

■地震に関する情報収集、緊急地震速報や
身を守る情報、一斉帰宅抑制の情報発信
 西口共同防管会員事業所が個別に定める

計画等によるほか、西口共同防管としては次
のとおり。

 横浜駅周辺総合防災センターからジョイナス
防災センター（西口情報拠点）に提供される
情報や、行政・公共交通機関のホームペー
ジ、マスコミ報道等から西口情報拠点が得た
情報について、会員事業所間の情報受伝達
ツールであるインターホンを通じて会員事業
所間で情報共有し、会員事業所が必要と判
断した情報をそれぞれが設置している館内
放送で呼びかける。

 また、会員事業所の一部は、次の区分で高
所からの周辺情報を収集し西口情報拠点に
報告する。

• 横浜ベイシェラトン…駅前一帯及び岡野方
面

• 天理ビル…鶴屋町三丁目交差点及び沢渡
方面

• 岡田屋モアーズ…鶴屋橋周辺及び鶴屋町
二丁目方面

• エキニア…西鶴屋橋周辺

■地震発災直後の体制構築、停電時の最低
限の明かりの確保
 会員事業所が個別に定める人員体制による

ほか、西口共同防管事務局員（㈱相鉄ビル
マネジメント社員）は、可能な範囲で横浜駅
周辺総合防災センターへ１人、西口情報拠
点へ１人が出向する。

（ジョイナスの対応例）
➢ 地震災害対策本部を設置し、自衛消防隊統

括管理者（現地本部長）の指揮監督のもと本
部隊及び地区隊に属する自衛消防隊各班が、
担当任務に従い自衛消防活動を実施する。

➢ 停電時、当初の明かりは蓄電池による非常
照明の点灯により確保し、その後は自家発電
設備の稼働で給電する（公共通路を含む）。
併せて、自衛消防隊の保有する照明器具も
活用する。

 救援グッズの共有
化と情報ツールの
共有化

 負傷者の搬送ルー
トおよび緊急車両等
の駅までのルート確
保（道路に車・人が
溢れ、駅に近づけ
ない可能性がある）

 負傷者のトリアージ
対応等を円滑に実
施するための応急
救護場所の集約（２
か所程度）

 滞留者への情報提
供に関する各本部
による情報の共有
化

 横浜駅周辺全体を
俯瞰して行政が判
断する事案に関す
る情報受伝達体制
の充実・強化

■施設の安全点検、負傷者への対応
 会員事業所が個別に定める計画等による。

（ジョイナスの対応例）
 総合情報操作盤、館内映像モニター等から

広く情報収集するとともに、本部隊通報連絡
班及び地区隊長から被害状況等を確認する。
負傷者の対応は、本部隊設備・救出救護班
及び地区隊救出救護班が実施する。

■滞留者への災害関連情報や鉄道の運行
情報の提供
 複数の情報提供手段により、鉄道の運行

情報について、滞留者へ最新情報の提供
を行う（駅構内放送設備、改札機付近や
ホーム設置のデジタルサイネージ、災害情
報発信用モニター、ホワイトボード、改札付
近の急告板、ハンドマイク、鉄道各社ホー
ムページ、アプリ等）。

 鉄道情報拠点等を活用し、各鉄道の運行
情報の把握と今後の見通しに関する情報
共有を行う。各社対策本部では、時系列
の発生事象・対応事項の整理記録を行う。

■滞留者への災害関連情報や鉄道の運行
情報の提供
 横浜駅周辺総合防災センターや鉄道情報

拠点から西口情報拠点に提供される情報を
中心に、インターホンを通じて会員事業所間
で情報共有し、会員事業所が必要と判断し
た情報をそれぞれが設置している館内放送
で情報提供する。
※その他会員事業所が個別に定める計画等

による。

（ジョイナスの対応例）
 西口情報拠点に提供された情報やテレビ・ラ

ジオ等から収集した情報を、 必要に応じて館
内放送で提供する。

■施設の安全点検、負傷者への対応
 東口共同防管会員事業所の施設の安全

点検、負傷者への対応は、会員事業所
が個々に定める計画・マニュアル等による。

（ポルタの対応例）
 安全点検は、自衛消防隊の本部隊が実

施し、負傷者の対応は、自衛消防隊の応
急救護班が初期対応を実施する。

■滞留者への災害関連情報や鉄道の運行
情報の提供
 東口共同防管会員事業所の対応は、会

員事業所が個々に定める計画・マニュア
ル等による。

 東口共同防管事務局あるいはポルタ防
災センターが入手した災害関連情報や
鉄道の運行情報は会員事業所に情報提
供する。

（ポルタの対応例）
 市役所や区役所などから入手した情報

を必要に応じて街内に一斉放送すること
を計画。

 市本部又は区
本部要員が参
集して、情報連
絡本部の設
置をＩＰ無線等で
各情報拠点に報
告した後、派遣
要員は安全が確
保されたうえで
参集

施
設
内
の
安
全
確
認
、

従
業
員
の
安
否
確
認
等

■施設の安全点検、負傷者への対応
 自衛消防組織の体制の下、予め定めた点

検ルート・担当エリアにおいて、構内施設の
安全点検（ＥＶ閉じ込めの有無、負傷者の
有無、火災発生状況等）を巡回・目視にて
行う。防犯カメラ等の映像も活用する。

 施設点検により危険のある場合は立入禁
止措置をとる。また、構内店舗からの報告
を受け、必要な措置をとる。

 自衛消防組織の体制の下、情報を共有し、
けが人の有無を把握するとともに救急車の
手配などを行う。けが人が発生した場合に
は、必要に応じて、各改札口付近や駅通
路など、より安全な場所に集約し救護活動
（応急手当）を行う。

施
設
内
滞
留
者
及
び
施
設
周
辺

の
滞
留
者
へ
の
情
報
提
供
等

一
時
避
難
で
き
る
安

全
な
場
所
の
確
保
等

■一時避難スペースの確保、一時避難場
所への避難誘導
 構内の安全確認を実施した上で、各社管

理スペースのうちお客様等が一時待機可
能な場所を確保する（改札外コンコースな
ど）。必要に応じてブルーシート等を使用す
る。

 駅構内施設の被害状況を鑑み、安全を確
保できないと判断した場合、もしくは駅構内
の収容能力を超えた場合は、駅構内放送
や案内板・拡声器・ハンドマイク等により一
時避難先を案内する。

 案内に当たり、鉄道拠点経由等で一時避
難場所の状況や安全なルートの確認を行
う。

 徒歩帰宅希望者から要望があった際は、
帰宅支援情報を提供する（沿線地図のコ
ピー等の配布など）。

■一時避難スペースの確保、一時避難場所
への避難誘導
 各施設内の避難ルートは会員事業所が個

別に定める計画等によって行い、施設外
ルートの安全性は横浜駅周辺総合防災セン
ター等行政からの情報を中心に得る。

 避難誘導は、横浜駅周辺総合防災センター
からの一時避難場所の受入可否情報等に
基づく統一的な方針を西口情報拠点で受け、
インターホンで会員事業所に伝達し館内放
送で実施する。一方、館内放送の最終的な
要否は会員事業所の判断に基づく。

 会員事業所内の一時避難スペースの確保
は、各事業所が個別に定める計画による。

（ジョイナスの対応例）
 状況に応じて、館内放送や拡声器等で施設

外（一時避難場所）へ の避難を促す。

■一時避難スペースの確保、一時避難場
所への避難誘導
 会員事業所が個々に定める計画・マニュ

アル等による。
 横浜駅周辺総合防災センターから入手し

た滞留者一時避難場所に関する情報は、
東口共同防管内で情報共有する。

（ポルタの対応例）
 状況に応じて、街内放送で施設外への避

難誘導を促す。

滞
留
者
を
一
時
避
難
で
き

る
安
全
な
場
所
へ
誘
導
等

横浜駅周辺
総合防災センター
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■５章 滞留者・帰宅困難者等支援活動の行動手順（地震時）〔２／２〕 【2021年3月時点】

 早急的、臨機応変
な対応による施設
開放

 一時滞在施設の受
け入れ可能人数・
利用者数の適時情
報共有

 鉄道事業者間で連
絡を取り合い、備蓄
食を配布する協力
体制

 滞留者スペースの
早期開放やトイレ等
の共同利用体制

 市の情報ツールの
強化

 効率的な帰宅ルー
トの情報提供方法
（方面別の帰宅支
援情報の発信等）

 会員事業所で帰宅
困難者を臨時的に
受入れざるを得なく
なった場合の対応

 一時滞在施設開設後、
JR横浜タワー防災セ
ンターに、大型ビジョン
のコンテンツ切り替え
を依頼する。

 各情報拠点からの情
報収集・情報受伝達

• 情報連絡本部（市本部、
区本部要員）は、派遣
要員に対して様式等に
よる各情報拠点の滞留
者情報等のとりまとめを
依頼する。

• 情報連絡本部（市本部、
区本部要員）及び派遣
要員は、各情報拠点か
らの滞留者情報等を「様
式１」「様式１－２」にとり
まとめ、市本部、各区本
部にFAX送付する。

 市本部、各区本部か
らの災害関連情報の
収集・共有

• 情報連絡本部（市本部、
区本部要員）は、市本
部、各区本部から収集
した災害関連情報（一
時滞在施設に関すること、
その他必要な情報）を派
遣要員に共有する。

 混乱防止対策に係る
協議検討、情報拠点
への伝達

• 情報連絡本部（市本部、
区本部要員）及び派遣
要員は、以下項目に係
る協議検討を行い、協
議結果を各情報拠点に
伝達する。

【主な項目】
• 滞留者の誘導
• 混乱防止対策
 その他

市が設置した屋外拡
声器による広報内容
等を共有する。

■一時滞在施設の開設情報の収集・整
理、情報提供
 市のHP（一時滞在NAVI）をWEBで確認、

または鉄道情報拠点等経由で一時滞
在施設の開設に関する公開情報を収
集する。

 駅構内放送、掲示板、ホワイトボード等
にて、収集した一時滞在施設の開設に
関する情報をお客様等に情報提供を
行う。

■帰宅困難者への備蓄物資等の提供
 各鉄道事業者が個別に備蓄・保管する

お客様用備蓄（水、ブランケット、ビスケッ
ト、簡易トイレ等）を備蓄倉庫から搬出し、
各社の判断で帰宅困難者に配布する。

 数に限りがあるため、帰宅が困難な方に
対する提供を基本とし、災害対応自販機
の活用も検討する。

■要配慮者への対応
 可能な範囲で身体の不自由な方や妊婦

等が休める専用の場所を確保し、優先的
に案内する（例：ロールマットを敷き、トイレ
の一般開放、授乳やおむつ替えできるス
ペースの提供、エリアを制限して改札内
に専用スペースを設けるなど）。なお、一
時滞在施設が開設していれば、最寄りの
施設を案内する。

 外国人に対しては、翻訳機や翻訳アプリ
等を活用して多言語の情報提供を行う。

■帰宅に向けた情報収集・整理、情報提
供
 複数の情報提供手段により、鉄道情報

拠点等から得た鉄道の運行再開見込
み情報や主要幹線道路の情報について、
帰宅困難者へ最新情報の提供を行う。
（駅構内放送設備、改札機付近やホー
ム設置のデジタルサイネージ、災害情報
発信用モニター、ホワイトボード、改札付
近の急告板、ハンドマイク、鉄道各社
ホームページ、アプリ等）

■一時滞在施設の開設情報の収集・整理、
情報提供
 横浜駅周辺総合防災センターから西口情

報拠点に提供される情報を中心に、イン
ターホンを通じて会員事業所間で情報共
有し、会員事業所が必要と判断した情報
をそれぞれが設置している館内放送で情
報提供する。
※その他会員事業所が個別に定める計画

等による。

（ジョイナスの対応例）
 西口情報拠点に提供された情報等を、必

要に応じて館内放送で提供する。

■帰宅困難者への備蓄物資等の提供
 会員事業所が個別に定める計画等による。

（ジョイナスの対応例）
 状況に応じて従業員及び顧客等へ救護

物資を支給するが、数量に限りがある。

■要配慮者への対応
 会員事業所が個別に定める計画等による。

（ジョイナスの対応例）
 必要により可能な範囲で配慮する。

■帰宅に向けた情報収集・整理、情報提
供
 横浜駅周辺総合防災センターや鉄道情

報拠点から西口情報拠点に提供される情
報に基づき、インターホンを通じて会員事
業所間で情報共有し、会員事業所が必要
と判断した情報をそれぞれが設置している
館内放送で情報提供する。
※その他会員事業所が個別に定める計画

等による。

（ジョイナスの対応例）
 西口情報拠点に提供された情報のほか、

鉄道等交通機関の運行状況及び地震被
害状況の把握に努め、館内放送等を活用
して在館者に情報を伝達する。

■一時滞在施設の開設情報の収集・整
理、情報提供
 会員事業所が個々に定める計画・マニュ

アル等による。
 横浜駅周辺総合防災センターから入手

した一時滞在施設に関する情報は、東
口共同防管内で情報共有する。

（ポルタの対応例）
 市又は区から正確な開設情報が提供さ

れた場合、街内に放送する。

■帰宅困難者への備蓄物資等の提供
 会員事業所が個々に定める計画・マ

ニュアル等による。

（ポルタの対応例）
 従業員用の備蓄物資等を割合して提

供することを考慮するが、量は少なく
十分ではない。また公共通路は往来
が激しく、かえって人で混乱し危険と
なるので、配布場所に注意を要するこ
とになる。

■要配慮者への対応
 会員事業所が個々に定める計画・マニュ

アル等による。

（ポルタの対応例）
 公共通路上に滞在した場合に配意する。

■帰宅に向けた情報収集・整理、情報提
供
 会員事業所が個々に定める計画・マ

ニュアル等による。
 横浜駅周辺総合防災センターから入手

した情報は、東口共同防管内で情報共
有する。

（ポルタの対応例）
 市又は区から情報提供あった場合、街

内に放送する。
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 各鉄道会社の現況
の情報把握と市等
からの情報発信の
強化

 各鉄道会社間での
情報共有の強化

 横浜駅周辺の道路
混雑状況等の早期
の情報共有

 鉄道運行再開時に
おける横浜駅各通
路への帰宅者の集
中・混乱発生の危
険性

■鉄道の運行再開に向けた情報提供
 各鉄道事業者は、鉄道運行再開に係

る協議結果を踏まえ、複数の情報提
供手段（現場での案内、メディアを通
した情報発信）により、各鉄道事業者
との運行情報と併せて利用者へ鉄道
復旧見込み時期などの情報発信・広
報を行う（駅構内放送設備、改札機
付近やホーム設置のデジタルサイ
ネージ、災害情報発信用モニター、ホ
ワイトボード、改札付近の急告板、ハン
ドマイク、鉄道各社ホームページ、ア
プリ、SNS等）

■代替輸送の調整
 各鉄道事業者は、鉄道の運行再開が

困難と判断した際は、各社の連絡体制
によりバス事業者等の公共交通機関に
連絡・依頼し、代替輸送手段を確保す
る。

■一時滞在施設の開設延長情報の収集・
整理、情報提供
 西口情報拠点に提供される情報に基づき、

インターホンを通じて会員事業所間で情報
共有し、会員事業所が必要と判断した情
報をそれぞれが設置している館内放送で
情報提供する。
※その他会員事業所が個別に定める計画

等による。

（ジョイナスの対応例）
 西口情報拠点に提供された情報等を、必

要に応じて館内放送で提供する。

■開設延長された一時滞在施設への案内
誘導
 西口情報拠点に提供される情報に基づき、

インターホンを通じて会員事業所間で情報
共有し、会員事業所が必要と判断した情
報をそれぞれが設置している館内放送で
情報提供する。
※その他会員事業所が個別に定める計画

等による。

（ジョイナスの対応例）
 西口情報拠点に提供された情報等を、必

要に応じて館内放送で提供する。

■鉄道運行再開に向けての体制構築
 各鉄道事業者は、施設及び軌道内の

安全確認結果、沿線施設等の被害状
況、広域被害関連情報、関係する鉄
道事業者の運行状況・調整状況などを
踏まえ、鉄道運行再開に関する協議を
行い、対策本部・運輸司令等の指示に
より運転再開に向けた準備を行う。

 運行再開後も十分な輸送力を直ぐに確
保できないときは、改札規制により混乱
防止を図る場合もある。

■一時滞在施設の開設延長情報の収
集・整理、情報提供
 会員事業所が個々に定める計画・マ

ニュアル等による。

（ポルタの対応例）
 市又は区から情報提供あった場合、街

内に放送する。
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 横浜駅周辺総合防
災センターは、「市本
部長（市長）が廃止
（休止）を決定したと
き」に廃止する。

• 廃止（休止）する場合、
各区本部及び各情報
拠点に連絡する。

※ 休止の判断は、滞留
者等が抑制され、駅
周辺の混乱が一時的
に緩和されたときとし
ます。

鉄道事業者・駅周辺
事業者の主な対応
（第4章より抜粋）

各フェーズの
現状課題・連携課題等横浜駅鉄道事業者西口周辺事業者

（西口共同防管）
東口周辺事業者
（東口共同防管）

■開設延長された一時滞在施設への
案内誘導
 会員事業所が個々に定める計画・マ

ニュアル等による。

（ポルタの対応例）
 市又は区から情報提供あった場合、

街内に放送する。

横浜駅周辺
総合防災センター
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 迅速な情報の共有

 避難通路（道路）の情報
の共有

鉄道事業者・駅周辺
事業者の主な対応
（第4章より抜粋）

■５章 滞留者・帰宅困難者等支援活動の行動手順（津波時） 【2021年3月時点】
各フェーズの

現状課題・連携課題等

 水平避難及び垂直避
難の判断のタイミング
とスムーズな案内内
容の切り替え

■津波時の組織内の体制構築
 気象庁による津波注意報、津波警報、大津

波警報の発表、市による避難勧告・避難指
示の発令に伴い、各社の基準に従い、お客
様等の避難誘導体制を構築する（各社で避
難誘導体制構築のトリガーが異なることに留
意が必要）。

 津波警報発表や避難勧告発令など、駅周
辺の津波浸水も想定される切迫した状況下
では、現場対応を行う職員も含め一斉避難
できる体制を執る。

 津波警戒区間に停止している列車乗客の避
難が必要な場合には、避難誘導人員を配
置し、迅速な避難誘導を行う。

■従業員・来街者への津波関連情報の提供
 津波からの避難が必要な状況下では、より

高い所に避難するよう、一斉に多言語を含
めた駅構内放送および直接の声掛けを行
なう。駅構内放送を繰り返し流し、デジタル
サイネージ、掲示などでも緊急的な案内を
表示する。

■避難誘導を担当する従業員への指示
 連絡通路、ホーム階段などの場所への避難誘

導係の配置の指示
 避難誘導の実施・残留者確認の指示（先頭に

立ち、拡声器等を用いて、大きな声で地上の
堅牢な建物の上層階へ避難を呼びかけ）

 従業員自らの命を守るため、津波到達予想時
刻や避難勧告等発令後一定時間経過後（例：
発令後10分後）をトリガーとして、誘導対応を
切り上げ駅構内から撤退し、津波から安全な
高さの場所に集合するよう指示
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西口周辺事業者
（西口共同防管）

東口周辺事業者
（東口共同防管）
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 状況に応じた避難先
の案内方法

 発災後の状況や時期
等を勘案した他施設
への移動や情報提供

 災害対策本部との
ホットラインの確保
（駅事務所が一時的
に無人になるため）

 公共機関の運行状況
の情報共有

■管理施設内の避難場所の選定・確保
 駅構内スペースでお客様を保護するより、ま

ず第一に最寄りの津波避難施設やより安全
な高台への案内・誘導を優先する。

 最寄りの避難先まで避難時間が確保できな
い場合など切迫性が高い状況下では、構内
のより高い場所（例：海抜５ｍ以上）への誘導
の判断も想定される。

■津波避難者への支援（孤立時）
 各鉄道事業者では、津波警報以上で、従業

員含め直ちに避難行動に移る計画としてい
る場合が多く、津波避難者を駅構内に残さ
ない方針が原則。

 仮に駅構内スペースで受け入れた場合には、
可能な範囲で、水、備蓄食等を搬出し配布
する。

■津波警報等解除後に優先する対応
 各鉄道事業者は、津波警報等解除後、職

員の安否確認・活動体制の検討と並行して、
運転再開に向けた準備（駅構内の施設点検、
駅周辺状況の確認、各社対策本部等への
被害状況の報告、列車運行の安全対策と構
内の安全策の実施）を行う。

基本的な考え方：津波時は、命を守るための避難行動が第一優先です。発災時の状況に応じた行動を取ってください。

その後状況に応じて、地震時の場合の対応フェーズ１～３に移行する。

■従業員・来街者への津波関連情報の提供
 会員事業所が個々に定める計画・マニュア

ル等による。

（ポルタの対応例）
 津波による浸水のおそれがあるので津波到

達予想時刻や集団避難に関する情報を非
常放送、自衛消防隊の呼びかけで行い、津
波到達予想時刻30分前までに高台地域へ
の避難を目指す。

 津波到達予想時刻30分未満となった場合
は、津波到達予想時刻や付近の高い場所
への自主避難を自動放送で繰り返し呼びか
ける。

■避難誘導を担当する従業員への指示
 会員事業所が個々に定める計画・マニュア

ル等による。

（ポルタの対応例）

 自衛消防隊員であるテナントの従業員には、
津波災害時の集団避難要領を配布してお
り、津波発生時は、当該地区の地区隊長等
が指示を行う。

■津波時の組織内の体制構築
 会員事業所が個々に定める計画・マニュア

ル等による。
 共同防管事務局は高い場所に移設し機能

を保てるように努めるが、地上階が存在しな
い地下街ポルタは全員避難し原則として閉
鎖となる予定。

（ポルタの対応例）
 津波警報等の発表により、自衛消防隊が

施設利用者を神奈川区の高台地域へ避
難誘導する。

■津波避難者への支援（孤立時）
 会員事業所が個々に定める計画・マニュアル

等による。

（ポルタの対応例）
 大規模な津波が発生した場合、施設は完全

に水没することが想定されるため、施設内は
全員退避して無人となる。

■管理施設内の避難場所の選定・確保
 会員事業所が個々に定める計画・マニュアル

等による。

（ポルタの対応例）
 マニュアル等に基づいて行動するが、津波到

達予想時刻によっては、自主避難を呼びかけ
る。

■津波警報等解除後に優先する対応
 会員事業所が個々に定める計画・マニュアル

等による。
 ポルタ及び周辺の防火対象物の被害状況の

把握など

（ポルタの対応例）
 避難先において、施設利用者、従業員等の安

全確認
 従業員等の安否情報収集 など

■従業員・来街者への津波関連情報の提供
 横浜駅周辺総合防災センターから西口情報

拠点に提供される情報を中心に、インターホ
ンを通じて会員事業所間で情報共有し、会
員事業所が必要と判断した情報をそれぞれ
が設置している館内放送で情報提供する。
※その他会員事業所が個別に定め

る計画等による

（ジョイナスの対応例）
 西口情報拠点に提供された情報等を、館内

放送で提供する。
 到達時間が早く一時避難場所方面への避

難が間に合わない場合や避難経路に危険
個所がある場合は、ジョイナス上階の駐車
場へ避難する。

■避難誘導を担当する従業員への指示
 会員事業所が個別に定める計画等による。

（ジョイナスの対応例）
 地区隊避難誘導班の構成員、現場活動に

当たる本部隊避難誘導班の構成員及び自
衛消防隊に編成されていないテナント従業員
は、地区隊長の指揮下で活動する。

■津波時の組織内の体制構築
 地震時と同様に、会員事業所間の情報受伝

達体制を構築する。
 ただし、浸水危険がある場合、西口情報拠

点はジョイナス防災センターから横浜営業所
（ジョイナス３階）へ移設する。

（ジョイナスの対応例）
 地震発生時と同様の体制を構築するとともに、

津波の到達危険が切迫している場合は至近
の高台である一時避難場所（沢渡中央公
園）方面へ避難誘導する。

■津波警報等解除後に優先する対応
 会員事業所が個別に定める計画等による。

（ジョイナスの対応例）
 施設利用者、従業員等の安全確認、被害状

況の把握など

■津波避難者への支援（孤立時）
 会員事業所が個別に定める計画等による。

（ジョイナスの対応例）
 必要により可能な範囲で配慮する。

■管理施設内の避難場所の選定・確保
 会員事業所が個別に定める計画等による 。
 なお、孤立性の高い建物垂直避難について

は、大津波襲来等で極めて時間的に切迫し
た最悪の危機事態を回避する手段として、他
に選択肢がない場合は施設安全確認中であ
ることを条件に限定的に実施する。

（ジョイナスの対応例）
 到達時間が早く一時避難場所方面への避難

が間に合わない場合や避難経路に危険個所
がある場合は、ジョイナス上階の駐車場へ避
難する。
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本項では、横浜駅周辺総合防災センター及び地区内の情報拠点を介した官⺠の情報共有・活動⽅針検
討のスキーム、情報受伝達の対応⼿順を⽰す資料として、「横浜駅周辺混乱防⽌対策マニュアル」の内
容を記載しています。 

本マニュアルは、横浜駅周辺事業所及び鉄道事業者の情報受伝達の対応⼿順を定め運⽤してきた「情
報受伝達マニュアル（平成 14 年４⽉１⽇策定、平成 30 年３⽉１３⽇ 最終改正）」について、横浜駅
周辺総合防災センターの運⽤開始（令和２年６⽉ 24 ⽇）に合わせて、令和元年度に「横浜駅周辺総合
防災センター開設及び運営要領」を含めた総合的なマニュアルとして改正を⾏いました。 

その後、令和２年度に実施した横浜駅周辺震災想定訓練の結果を踏まえ、関係者の基本的な事務分担
や役割の具体化、情報受伝達様式やホワイトボートの運⽤・情報管理⽅法の⾒直し、それに対応した横
浜駅周辺総合防災センター内のレイアウトの変更などを⾏い、令和３年３⽉に改正を⾏いました。 

 

＜横浜駅周辺総合防災センターを核とした組織体制＞ 
 





 
  

Ⅲ．参考資料 





＜参考資料編 構 成＞ 

１．駅混乱防止対策会議設置要綱 

２．横浜駅（地下５階～地上２階）の各鉄道事業者の改札出入口付近の状況について 

３．事業所等の滞留者・帰宅困難者対策に資する参考資料一覧 

3-1 横浜駅周辺防災情報 HP（横浜市） https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-
kankyo/toshiseibi/toshin/excite22/shokai/bousai.html 

 

3-2 横浜市防災情報 HP（横浜市） https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-
kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosai/information.html 

 

3-3 
横浜市地域防災計画「震災対策編」
第３部：応急対策 
第 10 章 帰宅困難者対策 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-
kyukyu-bohan/bousai-
saigai/bosaikeikaku/shishin/keikaku/shinsai.files/001
5_20200403.pdf  

3-4 
津波からの避難に関するガイドラ
イン≪第３版≫ 
平成 25年３月（横浜市） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-
kyukyu-bohan/bousai-
saigai/map/tsunami/tsunami.files/0001_20180912.pdf 

 

3-5 

企業等向け 帰宅困難者対策チェ
ックシート（神奈川県・横浜・川崎・
相模原 防災・危機管理対策推進協
議会) 

http://www.pref.kanagawa.jp/documents/38837/1903
29_a4.pdf 

 

3-6 
大規模地震の発生に伴う帰宅困難
者対策のガイドライン（内閣府） http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kita

kukonnan_guideline.pdf 
 

3-7 
大規模地震の発生に伴う帰宅困難
者対策の取組事例集（内閣府） http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kita

kukonnnan_jirei.pdf 
 

４．エキサイトよこはま 22 まちづくりガイドライン防災・防犯分野 

５．東西共同防管・鉄道事業者等の滞留者・帰宅困難者対策の取組 

  5-1．横浜駅西口共同防火防災管理協議会の取組 

６．都市再生安全確保計画の運用等 

７．都市再生安全確保計画改定の経緯 

８．関係法令 

９．横浜都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会規約 

10．横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画作成部会会則 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/toshiseibi/toshin/excite22/shokai/bousai.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/toshiseibi/toshin/excite22/shokai/bousai.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosai/information.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosai/information.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosaikeikaku/shishin/keikaku/shinsai.files/0015_20200403.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosaikeikaku/shishin/keikaku/shinsai.files/0015_20200403.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosaikeikaku/shishin/keikaku/shinsai.files/0015_20200403.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/bosaikeikaku/shishin/keikaku/shinsai.files/0015_20200403.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/map/tsunami/tsunami.files/0001_20180912.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/map/tsunami/tsunami.files/0001_20180912.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-saigai/map/tsunami/tsunami.files/0001_20180912.pdf
http://www.pref.kanagawa.jp/documents/38837/190329_a4.pdf
http://www.pref.kanagawa.jp/documents/38837/190329_a4.pdf
http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kitakukonnan_guideline.pdf
http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kitakukonnan_guideline.pdf
http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kitakukonnnan_jirei.pdf
http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kitakukonnnan_jirei.pdf
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2. 横浜駅（地下５階〜地上２階）の各鉄道事業者の改札出⼊⼝付近の状況について 

 

鉄道会社 URL QR コード 

JR 東⽇本 https://www.jreast.co.jp/estation/stations/1638.html 

 

横浜⾼速鉄道 
（みなとみらい線） 

https://www.mm21railway.co.jp/station/yokohama/stationmap.html 

 

東急電鉄 https://www.tokyu.co.jp/railway/station/info/Pid=21.html 

 

相鉄 https://www.sotetsu.co.jp/train/stations/yokohama/ 

 

京浜電鉄 https://www.keikyu.co.jp/ride/kakueki/KK37.html 

 

横浜市交通局 
（市営地下鉄） 

http://navi.hamabus.city.yokohama.lg.jp/koutuu/pc/detail/Station?id
=00000838 

 
 

■JR 東⽇本（2020 年６⽉８⽇閲覧時点） 
2020 年３⽉時点 
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■横浜高速鉄道（みなとみらい線）（2020 年６月８日閲覧時点） 
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■東急電鉄（東急線）（2020年６月８日閲覧時点） 
2018 年 9 月時点 
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■相鉄（2020 年６月８日閲覧時点） 
2019 年 12 月時点 
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■京浜電鉄（2020 年６月８日閲覧時点） 
2018 年 9 月時点 

 

■横浜市交通局（市営地下鉄）（2020 年６月８日閲覧時点） 
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5 東西共同防管・鉄道事業者等の滞留者・帰宅困難者対策の取組 
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5. 東西共同防管・鉄道事業者等の滞留者・帰宅困難者対策の取組 

5-1 横浜駅西口共同防火防災管理協議会の取組 
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6. 都市再生安全確保計画の運用等 

1. 横浜駅周辺地区における都市再生安全確保計画の実施について 
都市再生安全確保計画の実施に際しては、都市再生安全確保計画作成部会の構成員をはじめ、横浜駅

周辺混乱防止対策会議に所属する行政機関、民間事業者などや都市再生安全確保施設の整備主体、その
他記載された者が実施します。 

2. 訓練の実施について 
都市再生安全確保計画に記載する滞在者等の安全の確保を図るために必要な事務等が、実際の災害

時にも円滑に実行できるように、あらかじめ訓練等によりこれらの事務等について、関係者が把握して
おく必要があります。また、応急手当等については、実施担当者が一定程度その事務等に習熟している
ことが望ましいため、定期的に講習会、訓練等を実施し、災害時に速やかに対応できるような体制を整
える必要があります。 
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7. 都市再生安全確保計画改定の経緯 
 

下記に、平成 25 年度〔第 1版〕から、平成 30年度〔第 2版〕に至る改定の経緯を記載する。 
 
年 月 会議名 概 要 

平成２６年 ３月 都市再生安全確保計画 
作成部会（書面による議事） 

横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画〔第 1 版〕について書面に
よる議事を行い、同計画の策定を議決した。 

   
平成 29 年 6 月 第１回横浜駅周辺混乱防止 

対策会議 
滞留者・帰宅困難者マップ、津波避難マップ、津波時の避難誘導
指針の改定や横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定に向
けた検討を本年度行うことを報告した。 

平成 29 年 8 月 第 1 回訓練部会 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定に向けた検討を本
年度行うことを報告した。 

平成２９年１０月 第１回帰宅支援検討部会 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の修正の概要について説
明した。 

平成２９年１２月 第２回訓練部会 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定に関連し、避難誘導
方針の考え方、滞留者・帰宅困難者数の見直しについて説明した。 

平成２９年１２月 第 2 回帰宅支援検討部会 
（書面会議） 

横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定に関連し、避難誘導
方針の考え方、滞留者・帰宅困難者数の見直しについて説明した。 

平成２９年 ２月 第３回訓練部会・帰宅支援 
検討部会合同部会 

訓練部会として、 津波時の避難誘導指針、横浜駅周辺津波等避
難マップの作成、情報受伝達マニュアルの改正、について説明、
協議した。 
帰宅支援検討部会として、横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画
の改正案について説明、協議した。 

平成２９年 ３月 第２回横浜駅周辺混乱防止 
対策会議 

滞留者・帰宅困難者マップ、津波避難マップ、津波時の避難誘導
指針の改定について説明、協議した。 
横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定について改定素案
を示して説明、協議した。 

   
平成３０年 5 月 第１回横浜駅周辺混乱防止 

対策会議 
横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定を本年度行うこと
を報告し、概要とスケジュールについて説明した。 

平成３０年 ７月 第１回災害対策訓練部会 
・帰宅困難者対策部会 

横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定について改定の考
え方、改定素案を示して説明、協議した。 

平成３０年１０月 第２回災害対策訓練部会 
・帰宅困難者対策部会 

横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定案を提示し、説明、
協議した。 

平成 30 年 11 月 横浜駅周辺混乱防止対策会議 
(書面報告) 

災害対策訓練部会・帰宅困難者対策部会で合意した横浜駅周辺地
区都市再生安全確保計画改定案の報告及び、本改定案で協議会へ
諮る旨の報告をした。 

平成３０年１２月 横浜都心・臨海地区 
都市再生緊急整備協議会 
第 5 回 会議 

横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の改定案を提示し、説明、
協議したのち議決が行われ、改定案が承認された。 

平成３1 年 ２月 第 3 回災害対策訓練部会 
・帰宅困難者対策部会 

横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画の運用に関する防災ガイ
ドライン・参考資料改定案を提示し、説明、協議した。横浜駅周
辺地区都市再生安全確保計画の冊子を配布した。 

平成３1 年 3 月 第 2 回横浜駅周辺混乱防止 
対策会議 

防災ガイドライン・参考資料の改定案が承認された。 
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8. 関係法令 
 

以下に都市再生安全確保計画の根拠法令となっている都市再生特別措置法のうち、都市再生安全確
保計画に関連する部分を抜粋して記載する。 

 
都市再生特別措置法 （平成十四年法律第二十二号） (抄) 

施 行 日：平成三十年七月十五日 
最終更新：平成三十年六月一日公布（平成三十年法律第三十八号）改正 

 
第四節 都市再生安全確保計画の作成等 
（都市再生安全確保計画） 
第十九条の十五 協議会は、地域整備方針に基づき、都市再生緊急整備地域について、大規模な地震が
発生した場合における滞在者等の安全の確保を図るために必要な退避のために移動する経路（以下
「退避経路」という。）、一定期間退避するための施設（以下「退避施設」という。）、備蓄倉庫、非常
用電気等供給施設（非常用の電気又は熱の供給施設をいう。以下同じ。）その他の施設（以下「都市
再生安全確保施設」という。）の整備等に関する計画（以下「都市再生安全確保計画」という。）を作
成することができる。 

２ 都市再生安全確保計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 
一 都市再生安全確保施設の整備等を通じた大規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全の

確保に関する基本的な方針 
二 都市開発事業の施行に関連して必要となる都市再生安全確保施設の整備に関する事業並びにその

実施主体及び実施期間に関する事項 
三 前号に規定する事業により整備された都市再生安全確保施設の適切な管理のために必要な事項 
四 都市再生安全確保施設を有する建築物の耐震改修（建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成

七年法律第百二十三号）第二条第二項に規定する耐震改修をいう。第十九条の十八第一項におい
て同じ。）その他の大規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全の確保を図るために必
要な事業及びその実施主体に関する事項 

五 大規模な地震が発生した場合における滞在者等の誘導、滞在者等に対する情報提供その他の滞在
者等の安全の確保を図るために必要な事務及びその実施主体に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、大規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全の確保を図る
ために必要な事項 

３ 都市再生安全確保計画は、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二条第九号に規
定する防災業務計画及び同条第十号に規定する地域防災計画との調和が保たれたものでなければなら
ない。 

４ 都市再生安全確保計画は、国の関係行政機関等の長及び第二項第二号、第四号又は第五号に規定す
る事業又は事務の実施主体として記載された者の全員の合意により作成するものとする。 

５ 協議会は、都市再生安全確保計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
６ 第二項から前項までの規定は、都市再生安全確保計画の変更について準用する。 
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（都市再生安全確保計画に記載された事業等の実施） 
第十九条の十六 都市再生安全確保計画に記載された事業又は事務の実施主体は、当該都市再生安全確
保計画に従い、事業又は事務を実施しなければならない。 

（建築確認等の特例） 
第十九条の十七 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十五第二項第二号又は第四号に掲げる
事項として建築物の建築等（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第十三号に規定する
建築、同条第十四号に規定する大規模の修繕、同条第十五号に規定する大規模の模様替又は用途の変
更をいう。以下同じ。）に関する事項を記載しようとするとき（当該建築物の建築等について同法第
六条第一項（同法第八十七条第一項において準用する場合を含む。次項及び第四項において同じ。）
の規定による確認又は同法第十八条第二項（同法第八十七条第一項において準用する場合を含む。次
項において同じ。）の規定による通知を要する場合（次条第一項に規定する場合を除く。）に限る。）
は、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、建築主事に協議し、その同意を得ることがで
きる。 

２ 建築基準法第九十三条の規定は建築主事が同法第六条第一項の規定による確認又は同法第十八条第
二項の規定による通知を要する建築物の建築等に関する事項について前項の同意をしようとする場合
について、同法第九十三条の二の規定は建築主事が同法第六条第一項の規定による確認を要する建築
物の建築等に関する事項について前項の同意をしようとする場合について、それぞれ準用する。 

３ 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十五第二項第二号又は第四号に掲げる事項として建
築物の建築等（当該建築物の敷地若しくは建築物の敷地以外の土地で二以上のものが一団地を形成し
ている場合であって当該一団地（その内に建築基準法第八十六条第八項の規定により現に公告されて
いる他の対象区域（同条第六項に規定する対象区域をいう。以下この項において同じ。）があるとき
は、当該他の対象区域の全部を含むものに限る。）内に一若しくは二以上の構えを成す建築物（二以
上の構えを成すものにあっては、総合的設計によって建築されるものに限る。）が建築される場合又
は同条第二項若しくは同法第八十六条の八第一項に規定する場合におけるものに限る。）に関する事
項を記載しようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、特定行政庁（同法
第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下同じ。）に協議し、その同意を得ることができ
る。 

４ 第一項又は前項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十五第五項の規
定により公表されたときは、当該公表の日に第一項の同意を得た事項に係る事業の実施主体に対する
建築基準法第六条第一項若しくは第十八条第三項（同法第八十七条第一項において準用する場合を含
む。）の規定による確認済証の交付又は前項の同意を得た事項に係る建築物についての同法第八十六
条第一項若しくは第二項若しくは第八十六条の八第一項の規定による認定があったものとみなす。 

（建築物の耐震改修の計画の認定の特例） 
第十九条の十八 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十五第二項第二号又は第四号に掲げる
事項として建築物の耐震改修に関する事項を記載しようとするときは、国土交通省令で定めるところ
により、あらかじめ、所管行政庁（建築物の耐震改修の促進に関する法律第二条第三項に規定する所
管行政庁をいう。次項において同じ。）に協議し、その同意を得ることができる。 

２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第十七条第四項及び第五項の規定は、所管行政庁が前項の同
意をしようとする場合について準用する。 

３ 第一項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十五第五項の規定により
公表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る事業の実施主体に対する建築物の耐震改修の促進
に関する法律第十七条第三項の規定による認定があったものとみなす。 

（都市再生安全確保施設である備蓄倉庫等の容積率の特例） 
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第十九条の十九 都市再生安全確保計画に記載された第十九条の十五第二項第二号又は第四号に掲げる
事項に係る建築物については、都市再生安全確保施設である備蓄倉庫その他これに類する部分で、特
定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるものの床面積は、建築基準法第五
十二条第一項、第二項、第七項、第十二項及び第十四項、第五十七条の二第三項第二号、第五十七条
の三第二項、第五十九条第一項及び第三項、第五十九条の二第一項、第六十条第一項、第六十条の二
第一項及び第四項、第六十八条の三第一項、第六十八条の四、第六十八条の五（第二号イを除く。）、
第六十八条の五の二（第二号イを除く。）、第六十八条の五の三第一項（第一号ロを除く。）、第六十八
条の五の四（第一号ロを除く。）、第六十八条の五の五第一項第一号ロ、第六十八条の八、第六十八条
の九第一項、第八十六条第三項及び第四項、第八十六条の二第二項及び第三項、第八十六条の五第三
項並びに第八十六条の六第一項に規定する建築物の容積率（同法第五十九条第一項、第六十条の二第
一項及び第六十八条の九第一項に規定するものについては、これらの規定に規定する建築物の容積率
の最高限度に係る場合に限る。）の算定の基礎となる延べ面積に算入しない。 

２ 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十五第二項第二号又は第四号に掲げる事項として建
築物（都市再生安全確保施設である備蓄倉庫その他これに類する部分を有するものに限る。）の建築
等に関する事項を記載しようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、特定
行政庁に協議し、その同意を得ることができる。 

３ 前項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十五第五項の規定により公
表されたときは、当該公表の日に当該事項に係る建築物についての第一項の規定による認定があった
ものとみなす。 

（都市公園の占用の許可の特例） 
第十九条の二十 協議会は、都市再生安全確保計画に第十九条の十五第二項第二号に掲げる事項として
都市公園（都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）第二条第一項に規定する都市公園をいう。以
下同じ。）に設けられる都市再生安全確保施設で政令で定めるものの整備に関する事業に関する事項
を記載しようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、当該都市公園の公園
管理者（同法第五条第一項に規定する公園管理者をいう。以下同じ。）に協議し、その同意を得るこ
とができる。 

２ 前項の同意を得た事項が記載された都市再生安全確保計画が第十九条の十五第五項の規定により公
表された日から二年以内に当該都市再生安全確保計画に基づく都市公園の占用について都市公園法第
六条第一項の許可の申請があった場合においては、公園管理者は、当該許可を与えるものとする。 
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9. 横浜都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会規約 
 

（設置） 
第一条 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号。以下「法」という。）第十九条の規定に基
づき、横浜都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会（以下「協議会」という。）を組織する。 

（目的） 
第二条 協議会は、横浜都心・臨海地域における緊急かつ重点的な市街地の整備に関し必要な協議並び
に法第十九条の二第一項に規定する整備計画の作成及び当該整備計画の実施に係る連絡調整を行うこ
とを目的とする。 

（協議会の構成） 
第三条 協議会は、以下の各号に掲げる者をもって構成する。 
一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関係行政機

関の長 
二 横浜市長 
三 神奈川県知事 
四 法第十九条第二項の規定に基づき、一から三までに掲げる者が協議して加えることとした独立行

政法人の長、関係民間事業者等 
（協議会の会長） 
第四条 協議会の会長は、内閣総理大臣とする。 
２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する協議会の構成員が、その職務を代理する。 

（会議の構成） 
第五条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、法第十九条第七項の規定に基づき、第三条に掲げる
者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 

（会議の議長） 
第六条 会議に議長を置き、会議の構成員の互選により選任する。 
２ 議長は、会務を総理し、会議を代表する。 
３ 議長に事故があるときは、あらかじめその指名する会議の構成員が、その職務を代理する。 
（会議の招集） 
第七条 会議は、議長が招集する。 
２ 議長は、必要に応じ会議の構成員以外の者をオブザーバーとして会議に参加させることができる。 
３ 会議の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として会議に出席させることができる。この

場合において、代理人が会議に出席したときは、当該構成員は、会議に出席したものとみなす。 
（議事） 
第八条 議長は、議事を総理する。 
２ 会議は、会議の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 
３ 議事は、出席した会議の構成員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによる。 
４ 法令により特別の定めがある事項については、第三項の規定にかかわらず、法令の規定により決す

る。 
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５ 議長は、会議の議決の結果について、速やかにこれを公開する。 
（書面による議事） 
第九条 議長は、やむを得ない理由により会議を開くことができない場合においては、事案の概要を記
載した書面表決により会議の開催に代えることができる。 

（議決権の委任） 
第十条 会議に出席できない会議の構成員は、書面をもって表決し、又は他の出席構成員に議決権の行
使を委任することができる。この場合においては、その構成員は出席したものとみなす。 

（協議結果の尊重） 
第十一条 会議において協議が調った事項については、法第十九条第十一項の規定に基づき、協議会の
構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

（部会） 
第十二条 議長は、特定の区域又は事項に関し必要な協議、調整等を行うため、協議会に部会を置くこ
とができる。 

２ 部会は、以下の各号に掲げる者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 
一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関係行政機

関の長 
二 横浜市長 
三 神奈川県知事 
四 第三条六号の規定に基づき加えることとした独立行政法人の長、関係民間事業者等のうち、当該

区域又は事項に関連のある者として、一から三まで掲げる者が協議して加えることとした者 
３ 会議に部会長を置き、部会の構成員の互選により選任する。 
４ 部会は、部会の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 
５ 議事は、出席した構成員の過半数で決し、可否同数の場合は、部会長の決するところによる。 
６ 法令により特別の定めがある事項については、前項の規定にかかわらず、法令の規定により決す

る。 
７ 部会長は、やむを得ない理由により部会を開くことができない場合においては、事案の概要を記載

した書面表決により部会の開催に代えることができる。 
８ 部会の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として部会に出席させることができる。この

場合において、代理人が部会に出席したときは、当該構成員は、部会に出席したものとみなす。 
９ 部会長は、部会の議決の結果について、議長にその結果を報告し、速やかにこれを公開する。 
１０ 部会の議決については、会議での議決を得たものとみなすことができる。 
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（幹事会） 
第十三条 会議、又は部会での議事等を補佐し、必要な協議及び調整等を行うため、別に定めるところ
により、協議会に幹事会を置くことができる。 

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、別に定める。 
（事務局） 
第十四条 協議会の庶務は、関係者の協力を得て内閣府地方創生推進事務局において処理する。 
２ 会議の庶務は、議長の所属する団体において処理する。 
３ 部会の庶務は、部会長の所属する団体において処理する。 
（雑則） 
第十五条 この規約の改正は、議長が会議に諮って行う。 
２ 法令及びこの規約に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が会議に諮って定め
る。 

附 則 
この規約は、平成二十四年三月八日から施行する。 
附 則 
改正後の規約は、平成二十九年三月十五日から施行する。 
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10. 横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画作成部会会則 
 

（設置） 
第一条 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号。以下「法」という。）第十九条の規定に基
づき組織された横浜都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会（以下「協議会」という。）において、
横浜都心・臨海地域都市再生緊急整備協議会規約（以下「規約」という）第十二条の規定に基づき、
横浜都心・臨海地域横浜駅周辺地区都市再生安全確保計画作成部会（以下「部会」という。）を組織
する。 

（目的） 
第二条 部会は、横浜駅周辺地区の都市再生安全確保計画の作成、変更及び実施に関し必要な協議調整
等を行うことを目的とする。 

（所掌事務） 
第三条 部会は、次の各号に掲げる事務を処理する。 
一 横浜駅周辺地区の都市再生安全確保計画の作成、変更及び実施に関すること 
二 その他、会議における協議等が円滑に行われるための事前調整に関すること 

（部会の構成） 
第四条 部会は、以下の各号に掲げる者又はこれらの指名する職員をもって構成する。 
一 内閣総理大臣及び法第十九条第一項の規定に基づき内閣総理大臣の委嘱を受けた国の関係行政機

関の長 
二 横浜市長 
三 神奈川県知事 
四 規約第三条第四号の規定に基づき加えることとした独立行政法人の長、関係民間事業者等のう

ち、当該区域又は事項に関連のある者として、一から三まで掲げる者が協議して加えることとし
た者 

（部会の部会長） 
第五条 部会に部会長を置き、会議の議長が所属する団体の部会構成員により選任する。 
２ 部会長は、会務を総理し、部会を代表する。 
３ 部会長に事故があるときは、あらかじめその指名する部会の構成員が、その職務を代理する。 
（部会の招集） 
第六条 部会は、部会長が招集する。 
２ 部会長は、前項に規定する招集の後、会議の開催までに、必要に応じ協議会、会議又は幹事会の構

成員に部会の議事及び事案の概要を通知する。 
３ 部会長は、必要に応じ部会の構成員以外の者をオブザーバーとして会議に参加させることができ

る。 
４ 部会の構成員は、あらかじめその指名する者を代理人として部会に出席させることができる。この

場合において、代理人が部会に出席したときは、当該構成員は、部会に出席したものとみなす。 
（議事） 
第七条 部会長は、議事を総理する。 
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２ 部会は、部会の構成員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 
３ 議事は、出席した構成員の過半数で決し、可否同数の場合は、部会長の決するところによる。 
４ 部会長は、部会の議決の結果について、議長にその結果を報告し、速やかにこれを公開するとも

に、必要に応じ協議会、会議又は幹事会の構成員に結果を通知する。 
（書面による議事） 
第八条 部会長は、やむを得ない理由により部会を開くことができない場合においては、事案の概要を
記載した書面表決により部会の開催に代えることができる。 

（議決権の委任） 
第九条 会議に出席できない会議の構成員は、書面をもって表決し、又は他の出席構成員に議決権の行
使を委任することができる。この場合においては、その構成員は出席したものとみなす。 

（事務局） 
第十条 部会の庶務は、部会長の所属する団体において処理する。 
（雑則） 
第十一条 この会則の改正は、部会長が部会に諮って行う。 
２ 法令、規約及びこの会則に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が部会に諮

って定める。 
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